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平成 25 年８月 26 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 Ｔ ＆ Ｃ ホ ー ル デ ィ ン グ ス

代 表 者 名 代表取締役  田 中 茂 樹

 （コード番号：３８３２）

問 合 せ 先 取 締 役  松 本 貞 子

（ TEL. ０３－５４４３－７４８９）

 

第三者割当により発行される株式（現物出資（デットエクイティスワップ））の募集並びに 

筆頭株主及び主要株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、第三者割当により発行される株式（現物出資（デットエクイティスワッ

プ））の募集（以下「本第三者割当増資」という。）を行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

また、本第三者割当増資に伴い、筆頭株主及び主要株主の異動が見込まれますので、併せてお知らせいたします。 

  なお、当社は本日開催の取締役会において、ライツ・オファリング(ノンコミットメント型／上場型新株予約権の

無償割当て)を行うことを決議しております。詳細は本日公表の「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／

上場型新株予約権の無償割当て）に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

記 
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Ⅰ. 第三者割当増資 

１．募集の概要 

【本第三者割当増資の概要】 

（１） 発 行 期 日 平成 25 年９月 12 日 

（２） 発 行 新 株 式 数 24,392 株 

（３） 発 行 価 額 1 株につき 20,790 円 

（４） 調 達 資 金 の 額 
金 507,109,680 円 

現物出資（デットエクイティスワップ）の払込方法による。 

（５） 資 本 組 入 額 1 株につき 10,395 円 

（６） 資 本 組 入 額 の 総 額 金 253,554,840 円 

（７） 払 込 期 日 平成 25 年９月 12 日（木） 

（８） 
募 集 又 は 割 当 方 法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法による 

田中茂樹 

井上勇 

木下佐智子 

井上京子 

ロー・ブン・ファ 

眞城利浩 

小野内伸次 

梅村晋平 

梅村文和 

大榮産業株式会社 

Ant Investments GmbH 

SG Investments, Ltd. 

Tiger Financial Managements GmbH 

株式会社ジーティーアイ 

（９） 
現物出資財産の内容及

び 価 額 

田中茂樹氏が当社に対して有する金銭債権の内、103,430,250 円 

井上勇氏が当社に対して有する金銭債権の内、11,787,930 円 

木下佐智子氏が当社に対して有する金銭債権の内、5,613,300 円 

井上京子氏が当社に対して有する金銭債権の内、3,076,920 円 

ロー・ブン・ファ氏が当社に対して有する金銭債権の内、9,979,200 円 

眞城利浩氏が当社に対して有する金銭債権の内、9,999,990 円 

小野内伸次氏が当社に対して有する金銭債権の内、12,661,110 円 

梅村晋平氏が当社に対して有する金銭債権の内、50,103,900 円 

梅村文和氏が当社に対して有する金銭債権の内、50,103,900 円 

大榮産業株式会社が当社に対して有する金銭債権の内、49,999,950 円 

Ant Investments GmbH が当社に対して有する金銭債権の内、43,950,060 円 

SG Investments, Ltd. が当社に対して有する金銭債権の内、12,432,420 円 

Tiger Financial Managements GmbH が当社に対して有する金銭債権の内、

100,290,960 円 

株式会社ジーティーアイが当社に対して有する金銭債権の内、43,679,790 円 

（10） そ の 他 上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とする。
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２．募集の目的及び理由 

（１）当社の事業状況 

当社グループは平成 24 年 11 月期まで、当社及び連結子会社 11 社持分法適用関連会社１社で構成され、投資

情報提供事業、金融アドバイザリー事業及びライセンス事業を行ってまいりました。 

その中で当社グループは、５期連続で営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上し、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該事象を解消・改善すべく、資産売却やグループ再編を実施するとともに役職員給与等の

コスト削減を継続してまいりました。平成 23 年 11 月には、借入金及び未払金の返済並びに人件費等運転資金の

調達を目的に 147 百万円の金銭出資及び 161 百万円の現物出資を予定しておりましたが、株価の著しい下落によ

り中止となりました。さらに、平成 24 年６月には、借入金及び預り金の返済並びに人件費や経費の運転資金等

の調達を目的に、第三者割当増資による 497 百万円の金銭出資及び 115 百万円の現物出資(デットエクイティス

ワップ)を実施したところ、現物出資については完了したものの、金銭出資については割当先の失権によりかな

いませんでした。そこで、当社は早期の資金調達を実施するため、平成 24 年８月 14 日付で投資情報提供事業の

中核であった連結子会社（株式会社 T&C フィナンシャルリサーチ）の売却を決議し実施いたしました。しかしな

がら、その売却資金の一部は、当社が資金を借入れ、延滞の状況であったみずほ銀行により平成 24 年 11 月 1 日

の入金と同時に当該資金を凍結され、平成 24 年 12 月 27 日に同行からの借入金の返済に充当されました。これ

により、当社グループの資金繰りはこれまでに増して厳しい状況となり、やむを得ず人員を削減し事業の見直し

を行いました。平成 24 年 11 月期連結会計年度は、328 百万円の当期純損失を計上した結果、242 百万円の債務

超過となりました。 

一方、当社は、事業の抜本的な再生に向けた各種の取組みを行ってまいりました。かかる事業再生に向けた取

組みの具体的な内容としては、平成 25 年 11 月期第１四半期連結会計期間においてホルムアルデヒド低温ガス滅

菌器の製造・販売を行う持分法適用関連会社であった株式会社メディエート（以下「メディエート社」とい

う。）を連結子会社化しました。この経緯は次のとおりです。メディエート社の取締役５名のうち２名は当社役

職員が兼務しておりました。このほかの取締役１名も、当社の意向や事業方針を十分理解してメディエート社の

取締役としての職務を執行していただいていたことから、当社は、当該取締役と平成 24 年 12 月１日付で当社の

医療機器に関するビジネスについて顧問契約を締結いたしました。これにより、当該取締役は連結財務諸表に関

する会計基準における緊密な者に該当することとなりました。当社の役職員及び緊密者がメディエート社の取締

役の過半数を占め、実質的に取締役会を支配するとみなされるようになったことから、支配力基準に基づき、メ

ディエート社を当社の連結子会社といたしました。これに伴い、当社は、従来のライセンス事業からさらに踏み

込み、医療機器製造販売事業を開始いたしました。このように、平成 25 年 11 月期連結会計年度からは、当社及

び連結子会社 11 社により、ETF 関連事業、金融アドバイザリー事業及び医療機器製造販売事業といった成長性を

重視した事業ポートフォリオを構築し、以下のとおり継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況を解

消するための対応策を実施しております。 

 

(1)ETF 関連事業の強化と事業基盤の拡大 

今後の ETF 市場の拡大を視野に、米国子会社 XTF, Inc. が有する豊富な ETF に関するデータベース、レー

ティング、分析ツールを活用し、米国を中心とした全世界で ETF に関連する事業に積極的に取組んでまいりま

す。さらに、当社グループのキャッシュ・フローの安定化、収益の拡大、事業価値の増大に寄与する可能性の

ある施策を様々な角度から検討し、さらなる事業基盤の拡大を進めてまいります。 

 

(2)医療機器製造販売事業の強化 

当社グループでは、外部金融環境に左右されにくい安定成長を確保する事業ポートフォリオを構築するため

これまで持分法適用関連会社であったメディエート社を平成 24 年 12 月１日に連結子会社とし、ライセンス事

業からさらに踏み込んだ医療機器製造販売事業を開始いたしました。これにより安定的な収益、キャッシュ・

フローの確保を目指してまいります。 
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(3)リストラの徹底及び強固な財務基盤の確立の実現に向けての諸施策の取組み 

①コスト削減 

当社グループでは、平成 21 年 11 月期連結会計年度より役員報酬及び従業員給与の削減を継続しており

ますが、平成 25 年 1 月には組織・業務の見直しにより人員削減を行い、平成 25 年４月には現状の規模に合

わせて本社を移転いたしました。今後もさらなる経費の削減に努めてまいります。 

②資金調達 

当社グループでは、ETF 関連事業、金融アドバイザリー事業及び医療機器製造販売事業といった複合的な

事業構造を十分に活用し、今後も資本政策を含めた新たな資金調達の検討及び交渉を進めてまいります。 

 

（２）本第三者割当増資の背景、目的及び理由  

当社は、これら対応策に取組んではいるものの、残念ながら売上の減少を補うには至らず、平成 25 年 11 月期

第２四半期においては 587 百万円の債務超過となっております。資金的にも逼迫する状況において、役員報酬等

の支払遅延や一部の取引先に対する未払金等の支払遅延が生じ、それに対して支払猶予をお願いし、役員や株主、

親密取引先等からの借入等によりキャッシュ・ポジションを維持してまいりました。しかしながら、株式会社東

京証券取引所における有価証券上場規程第 604 条の 4 第 1 項第 2 号(関連規則は同第 601 条第 1 項第 5 号)に規定

された上場廃止基準への抵触を回避するため、平成 25 年 11 月期末までに債務超過を解消する必要があります。

そこで、当社は、自己資本の回復を図るためにさまざまな資金調達の方法を検討し、時間的な制約や実行の確実

性の観点から当社に対する債権を現物出資する方法による第三者割当増資が最良の方法であると判断し、本日開

催の取締役会において本第三者割当増資を決議いたしました。 

本第三者割当増資は、平成 25 年 11 月期第２四半期(平成 25 年５月末)時点の債務超過のうち 507 百万円を縮

小できる予定であることから、財務体質の改善に資するものと考えておりますが、残る債務超過 80 百万円を解消

し、かつ、今後の事業再生へ向けた資金を調達する方法についても検討いたしました。直接金融である公募増資

については、当社の株式流動性や時価総額がより高い水準に至った際には有力な資金調達手段となり得る可能性

がありますが、現在の当社の株式流動性や時価総額等を鑑みた結果、検討から除外いたしました。また、第三者

割当による株式や新株予約権、転換社債の発行の方法は、現物出資による新株発行に加えて、既存株主における

希薄化の影響がさらに大きくなることが懸念されることから望ましい方法ではないと判断いたしました。 

そこで、当社は、既存株主へ平等に投資機会を提供することができ、株式価値の希薄化の影響が小さく、さら

には新たな投資家層の開拓が可能であるライツ・オファリング（ノンコミットメント型）を行うことを決議いた

しました。当社グループの喫緊の課題である債務超過を解消し、当社グループの事業を進めていくためには、こ

うした一連の施策を実施することで財務体質の改善、経営基盤の強化、将来収益の源泉の獲得を図り、ひいては

株主の皆様の利益向上につながるものと判断しております。 

なお、当社代表取締役田中茂樹は、本新株式の発行の割当予定先であり、また、割当予定先である Ant 

Investments GmbH の代表者であります。よって、特別の利害関係を有するため利益相反回避の観点から、本新株

式の発行決議には参加しておりません。 

 

（３）本第三者割当増資の方法を選択した理由 

当社は平成 20 年 11 月期より５期連続の営業損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、平成 25 年

11 月期第２四半期においては 587 百万円の債務超過の状況となっております。当社においては債務超過の状況を

可能な限り迅速に解決することを最優先に資金調達の方法を検討いたしました。直接金融である公募増資につい

ては、当社の債務超過の状況に鑑みると十分な応募は期待できないと判断いたしました。株主割当増資について

は、現段階において債務超過を解消するための必要な増資資金が確保できる確実性が乏しいため一旦検討から除

外いたしました。当社では、これまで継続的に運転資金に窮する状況において、役員や株主、親密取引先等から

資金を借入れてまいりました。これら借入金の返済については、長期の分割返済の交渉を行うことや新たな借入

による返済を検討することも考えられますが、迅速に債務超過を縮小し有利子負債を圧縮することができること

から、第三者割当による新株式発行（現物出資（デットエクイティスワップ））が最適な方法であると判断いたし

ました。 

なお、当社といたしましては、本第三者割当増資において、全ての債務を現物出資することで債務超過を解消
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したいところではありますが、未払税金の現物出資は認められず、銀行からの借入金や取引先に対する未払金に

ついては銀行や取引先が了承しないことから、現物出資の対象とならず、本第三者割当増資のみでは債務超過の

解消には至りません。なお、当社では、債務超過の解消を目指して、本件に加えてライツ・オファリングを実施

することといたしました。詳細については、本日公表の「ライツ・オファリング（ノンコミットメント型／上場

型新株予約権の無償割当て）に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

－ 4,000,000 －

（注） 

１. 本新株式発行は、当社に対する金銭債権の現物出資(デットエクイティスワップ)であり金銭による払込み

はありません。 

２．発行諸費用の内訳は、第三者委員会費用 400,000 円、割当予定先調査費用 1,140,000 円、書類作成及び登

記費用 2,460,000 円です。 

３．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

本新株式発行は、当社に対する金銭以外の財産の現物出資（デットエクイティスワップ）によるものであるた

め、手取金はありません。 

本新株式発行では、当社に対する債権が現物出資により給付される予定であります。 

現物出資の対象となる財産 507 百万円のうち、借入債務については以下のとおり使用しました。   

借入先 借入日 借入金額 使途 

田中茂樹 平成 23 年 12 月 29 日 49,906 千円 弁護士等支払報酬 14,159 千円、人件費 7,842 千円、借入金返済 7,020 千円、

システム管理費 3,153 千円、事務所家賃 1,452 千円、IR 費用 993 千円への支

払い、子会社 T&C フィナンシャルリサーチ人件費 10,000 千円、XTF, Inc. 人

件費 3,687 千円、T&C XTF Japan 人件費 1,600 千円 

 平成 24 年１月 10 日 9,800 千円 人件費 4,217 千円、事務所家賃 4,061 千円、借入利息 977 千円、子会社 T&C 

XTF Japan 人件費 543 千円 

 平成 24 年９月５日 4,000 千円 子会社 XTF, Inc. 人件費 4,000 千円 

 平成 25 年４月５日 3,700 千円 弁護士等報酬 854 千円、人件費 683 千円、システム管理費 581 千円、IR 費用

84 千円、子会社 T&C Financial Research USA, Inc. 人件費 1,496 千円 

井上勇 平成 23 年 11 月 24 日 4,000 千円 人件費 3,176 千円、子会社 T&C フィナンシャルリサーチ人件費 823 千円 

木下佐智子 平成 25 年３月 11 日 5,000 千円 子会社 XTF, Inc. 人件費 4,841 千円、その他経費 159 千円 

 平成 25 年３月 25 日 500 千円 銀行借入利息 226 千円、その他経費 274 千円 

井上京子 平成 23 年 12 月２日 3,000 千円 子会社 T&C フィナンシャルリサーチのブルームバーグ情報料 3,000 千円 

ロー・ 

ブン・ファ 

平成 23 年 11 月 30 日 6,567 千円 人件費 4,511 千円、事務所家賃 2,056 千円 

眞城利浩 平成 25 年 7 月 29 日 10,000 千円 平成 25 年 9 月～10 月を目処に事務所保証金、パーテーション設置費、什器等

購入に充当する予定 

小野内伸次 平成 25 年５月 24 日 12,500 千円 弁護士等報酬 3,043 千円、人件費 1,900 千円、事務所家賃等 813 千円、IR 費

用 713 千円、子会社 XTF, Inc. 人件費 6,020 千円 

梅村晋平 平成 25 年６月 28 日 30,000 千円 子会社メディエート外注費支払としての貸付 15,000 千円、人件費 5,265 千

円、弁護士等報酬 3,008 千円、借入金返済 1,734 千円、株式管理費 540 千

円、事務所家賃 532 千円、交通費等 230 千円、その他経費 123 千円、子会社

T&C Financial Research USA, Inc. 人件費 2,310 千円、T&C XTF Japan 人件

費 1,192 千円 
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 平成 25 年７月 18 日 20,000 千円 借入金返済 10,000 千円、人件費 3,861 千円、保険料 3,000 千円、ブルーム

バーグ情報料 746 千円、事務所家賃 391 千円、子会社 T&C Financial 

Research USA, Inc. 人件費 2,000 千円 

梅村文和 平成 25 年６月 28 日 30,000 千円 監査報酬 5,880 千円、借入金返済 500 千円、子会社 XTF, Inc. 16,909 千円、

T&C FA (Schweiz) AG 人件費 1,605 千円 

残 5,106 千円については、平成 25 年 9 月に未払税金及び支払報酬に充当する

予定 

 平成 25 年７月 18 日 20,000 千円 人件費 8,159 千円、借入金等返済 3,978 千円、弁護士等報酬 3,262 千円、会

計ソフト 1,927 千円、株式管理費 935 千円、その他経費 68 千円、子会社 T&C 

Financial Research USA, Inc. 人件費 500 千円 

残 1,171 千円については、平成 25 年 9 月に未払税金及び支払報酬に充当する

予定 

Ant 

Investments 

GmbH 

平成 24 年６月８日 23,835 千円 人件費 7,130 千円、交通費等 1,027 千円、弁護士等報酬 200 千円、子会社 T&C

フィナンシャルリサーチ人件費 12,000 千円及び税金 300 千円、XTF, Inc. 人

件費 3,178 千円、 

 平成 24 年６月 15 日 7,925 千円 借入金返済 4,300 千円、人件費 2,294 千円、システム管理 1,330 千円 

SG 

Investments

, Ltd. 

平成 25 年５月 14 日 13,000 千円 事務所保証金 8,580 千円、子会社 XTF, Inc. 人件費 2,581 千円、T&C FA 

(Schweiz) AG 人件費 1,837 千円 

平成 25 年５月 14 日 10,000 千円 人件費 5,640 千円、事務所家賃 1,153 千円、子会社 T&C Financial Research 

USA, Inc. 人件費 1,900 千円、T&C XTF, Japan 人件費 1,307 千円 

平成 25 年７月 25 日 50,000 千円 借入金等返済 15,663 千円、テスト用医療機器 10,500 千円、 

残 23,836 千円は、平成 25 年 11 月までの人件費及び弁護士等支払報酬に充当

する予定 

Tiger 

Financial 

Management 

GmbH 

平成 25 年７月 31 日 40,000 千円 平成 25 年 11 月までの人件費及び弁護士等支払報酬に充当する予定 

株 式 会 社

ジーティー

アイ 

平成 23 年６月１日 15,000 千円 ブルームバーグ情報料 4,292 千円、事務所家賃 3,846 千円、監査報酬 2,500

千円、借入利息 2,012 千円、システム管理費 1,450 千円、納税 800 千円 

 平成 23 年８月 26 日 

及び８月 29 日 

30,000 千円 借入金等返済 11,209 千円、事務所家賃 6,008 千円、税金 2,255 千円、人件費

2,128 千円、監査報酬 2,013 千円、株式管理費 200 千円、子会社 XTF, Inc. 

人件費 6,187 千円 

 平成 23 年 10 月 27 日 30,000 千円 事務所家賃 8,009 千円、人件費 5,666 千円、監査報酬 2,642 千円、借入金等

返済 2,279 千円、システム管理費 1,376 千円、税金 1,088 千円、株式管理費

357 千円、子会社 T&C フィナンシャルリサーチ人件費 4,336 千円、XTF, Inc. 

人件費 3,637 千円、T&C XTF Japan 人件費 513 千円 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当増資は、当社に対する金銭債権の現物出資（デットエクイティスワップ）によるものであり、金

銭出資による新たな資金調達はありませんが、本第三者割当増資を実施することにより、有利子負債の圧縮及び

自己資本比率の向上による財務体質の強化を図ることができると判断しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）発行価格及び発行条件の合理性に関する考え方 

発行価格につきましては、本第三者割当による新株式発行に係る取締役会決議日の前営業日（平成 25 年８月

23 日）の株式会社東京証券取引所 JASDAQ 市場における当社普通株式の終値と同値の 20,790 円といたしました。

この価格を採用したのは、平成 25 年７月 16 日の平成 25 年 11 月期第２四半期決算発表後の株価が、直近の市場
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価格として当社株式の価値をより公正に反映していると判断したこと及び、日本証券業協会の「第三者割当増資

の取扱いに関する指針」（平成 22 年４月１日）により、原則として株式の発行に係る取締役会決議の直前日の

価格（直前日における売買がない場合には、当該直前日からさかのぼった直近日の価格）を基準として決定する

こととされているため、本第三者割当による新株式発行に係る取締役会決議日の前営業日の終値を基準としたこ

とによるものであります。 

なお、この発行価格は、取締役会決議日の前営業日までの１ヶ月間の終値平均値 22,576 円に対して 7.91％

ディスカウント、同３ヶ月間の終値平均値 26,780 円に対して 22.37％ディスカウント、同６ヶ月間の終値平均値

22,190 円に対して 6.31％ディスカウントとなります。これについて当社監査役に意見を求めたところ、本第三

者割当増資の割当先である井上勇を除いた社外監査役 2 名から、本第三者割当増資の発行価格の算定方法は、市

場慣行に従った一般的な方法であり、算定根拠は、現時点の当社株式の市場価格を反映していると思われる平成

25 年 11 月期第 2 四半期決算発表後に形成された株価を基準に直前の取引が成立した営業日の終値としており、

日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠していることにより、本件発行価格は、割

当先に特に有利なものではなく、有利発行には該当しないと判断する旨の意見を得ております。以上のことから、

本第三者割当増資の発行価格は適正かつ妥当な価格であり、有利発行には該当せず、合理的なものと判断いたし

ました。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模に関する合理性についての考え方 

本第三者割当により新株式が 24,392 株（議決権数 24,392 個）発行されることになり、これは現時点における

当社発行済株式総数 27,321 株（議決権数 27,321 個）に対して 89.3％（議決権数で 89.3％）の希薄化が生じます。

しかしながら、現状の債務超過を縮小し、有利子負債の負担を削減し、財務基盤の安定化を図るためには、本件

増資の発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。 

なお、本件増資が大規模な第三者割当増資に該当するため、当社は当該増資の必要性及び相当性に関する株主

総会決議、または独立した第三者委員会による意見を求める必要があります。そこで当社は、臨時株主総会によ

る株主の意思確認手続きの実施の可否について検討いたしました。当社は、平成 20 年 11 月期より５期連続の営

業損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、平成 24 年 11 月期において 242 百万円の債務超過とな

り、平成 25 年 11 月期第２四半期においては 587 百万円の債務超過となっております。本第三者割当増資により

平成 25 年 11 月期第２四半期（平成 25 年 5 月末）時点の債務超過を 80 百万円まで縮小できる予定ですが債務超

過の解消には至りません。当社の事業による営業収益の拡大も考えられますが、営業収益の拡大のみによって平

成 25 年 11 月期末までの限られた期間内で債務超過を解消することは困難です。そこで当社は、平成 25 年 11 月

期末までに債務超過を解消し、かつ今後の事業再生へ向けた資金調達を行うため、ライツ・オファリング（ノン

コミットメント型）もあわせて実施する予定です。平成 25 年 11 月期末までに本第三者割当増資に加え、ライ

ツ・オファリング（ノンコミットメント型）を行うことで債務超過の状況を解消するには、緊急な対応を要する

こと、また、株主総会開催に要する費用負担を勘案し、第三者委員会からの意見書により対応するのが相当と判

断いたしました。そこで当社は、当社と独立した弁護士２名（神谷綜合法律事務所 神谷晋弁護士、ブレークモ

ア法律事務所 千葉直人弁護士）及び当社社外監査役佐々木誠氏の合計３名で構成された第三者委員会を立ち上

げ、当該割当の必要性及び相当性に関する検討をしていただくことにいたしました。その結果、平成 25 年８月

23 日付で、希薄化の規模が合理的であると判断した根拠については、下記内容の意見をいただいております。 

・本件割当株式は、株式数24,392株、議決権数24,392個である。これは平成25年5月末日現在の発行済み株式総

数27,321株に対する割合が89.3％、総議決権数27,321個に対する割合が同じく89.3％であり、本件増資により既

存株式に対して大規模な希薄化が生じることになる。しかし、貴社は債務超過を早急に解消する必要があり、そ

のためには本件増資による、有利子負債の圧縮、支払利息の負担減少、純資産の増加が必要不可欠である。当委

員会は、本件増資及びその後に予定される本新株予約権割当ての方法による債務超過の解消によって株式上場の

維持を図ることが、中長期的にみて既存株主の有する株式価値の向上につながると考えられることから、希薄化

の規模は合理的な範囲内であると判断した。  

 

（３）金銭以外の財産の現物出資の目的とする財産の内容 

田中茂樹 
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(1)借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

① 平成 23 年 12 月 29 日 平成 24 年２月 29 日 49,906,646 円 1.6％ 439,187 円

② 平成 24 年１月 10 日 平成 24 年３月 15 日 9,800,000 円 1.6％ 252,597 円

③ 平成 24 年９月５日 平成 24 年 11 月 30 日 3,850,000 円 1.6％ 59,465 円

④ 平成 25 年４月５日 平成 25 年５月 31 日 3,700,000 円 1.6％ 22,216 円

借入金合計 － － 67,256,646 円 － 773,465 円

(2)求償債務 － － 19,101,530 円 － －

(3)未払報酬 － － 16,304,506 円 － －

合計 － － 102,662,682 円 － 773,465 円

債務合計：103,436,147 円 

債務金額 103,430,250 円を現物出資の対象といたします。なお、残額 5,897 円は債権放棄いたします。 

 (1)借入金 

①は、田中が、平成 23 年 12 月 29 日に当社の筆頭株主である京都香港發展有限公司の実質的オーナーである

衛平氏(以下、衛氏)から借入れた 5,000 千香港ドルを円貨に換算して当社に貸付けたものです。京都香港發展有

限公司の持分 60％を所有する Flash Star Development Limited. は、衛氏が 100％出資する同氏の資産管理会社

であり、京都香港發展有限公司の最終的な意思決定者は衛氏であります。田中の衛氏からの借入金は、金利、担

保ともになく、返済期限は平成 24 年３月末です。当社は、平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資の割

当先である青島中盈藍海現代服務発展股份有限公司からの借入により、当社から田中に返済し、田中は衛氏に返

済する予定でしたが、青島中盈藍海現代服務発展股份有限公司からの借入がなされなかったことから返済は行っ

ておりません。現在、田中と衛氏とは早期の返済を前提とするのではなく、所有不動産の担保設定、返済計画に

ついての確認及び協議を行っております。これは、衛氏が本増資における田中の保有方針が、当社の株価及び事

業に大きな影響を及ぼすことを理解されたことによるもので、返済期限を設定するのではなく、債権を保全する

手続きについて協議しております。ここでも、担保資産として当社株式は除外していただいております。よって、

田中は、本第三者割当増資において引き受ける当社株式を売却することはありません。 

③は、借入日において田中より 4,000 千円を借入れましたが、平成 24 年 11 月 30 日に 150 千円を返済いたし

ました。 

 (2)求償債務 

当社は、平成 23 年 10 月 27 日付でフォーエブリ株式会社から 30,000 千円を借り入れ、平成 24 年 2 月 14 日付

で貸金返還請求訴訟を提起され、平成 24 年５月 21 日付で支払を命ずる判決を受けました。しかしながら、当社

は資金繰りが厳しく返済ができずにおりましたところ、当該債務の連帯保証人である田中茂樹が所有する当社株

式 1,853 株が平成 24 年７月３日付振替社債等譲渡命令に基づき、平成 24 年８月８日付でフォーエブリ株式会社

に移管され、換価代金 20,401 千円について保証債務が履行されました。これに伴い、田中は、債務者である当

社に対する求償権を取得いたしました。なお、平成 25 年５月 10 日及び平成 25 年６月 10 日に当社が 1,300 千円

を返済したことから現在の残高は 19,101 千円です。当該債務は、弁済期限の到来した金銭債権であることから

会社法 207 条９項５号により検査役検査は不要です。 

(3)未払報酬 

平成 22 年 12 月から平成 25 年６月までの間に生じた未払報酬であり、すでに弁済期限の到来した金銭債権で

あることから会社法第 207 条第９項第５号により検査役検査は不要です。 

 

井上勇 

(1)借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 23 年 11 月 24 日 平成 24 年２月 29 日 4,000,000 円 1.6％ 110,119 円

借入金合計 － － 4,000,000 円 － 110,119 円

(2)未払報酬 － － 7,680,936 円 － －

合計 － － 11,680,936 円 － 110,119 円

債務合計：11,791,055 円 

債務金額 11,787,930 円を現物出資の対象といたします。なお、残額 3,125 円は債権放棄いたします。 
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未払報酬 

平成 23 年 9 月から平成 25 年６月までの間に生じた未払報酬であり、すでに弁済期限の到来した金銭債権である

ことから会社法第 207 条第９項第５号により検査役検査は不要です。 

 

木下佐智子氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 25 年３月 11 日 平成 25 年３月 31 日 5,000,000 円 5.0％ 110,275 円

 平成 25 年３月 25 日 平成 25 年３月 31 日 500,000 円 5.0％ 10,068 円

合計 － － 5,500,000 円 － 120,343 円

債務合計：5,620,343 円 

債務金額 5,613,300 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 7,043 円は引き続き債務となります。 

 

井上京子氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 23 年 12 月２日 平成 24 年２月 29 日 3,000,000 円 2.0％ 93,045 円

合計 － － 3,000,000 円 － 93,045 円

債務合計：3,093,045 円 

債務金額 3,076,920 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 16,125 円は引き続き債務となります。 

 

ロー・ブン・ファ氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 

利率 

(遅延損害金の率) 

未払利息及び 

遅延損害金 

 
平成 23 年７月 11 日 平成 23 年 11 月 30 日 7,908,000 円

5.0％ 

(18.0%) 
2,085,808 円

合計 － － 7,908,000 円 － 2,085,808 円

債務合計：9,993,808 円 

債務金額 9,979,200 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 14,608 円は引き続き債務となります。 

借入日において 100,000 シンガポールドル（平成 23 年 7 月 11 日のレートで換算 6,567 千円）を借入れましたが、

平成 25 年７月 25 日の為替レート（79.08 円）を用いて 7,908 千円に換算し、円貨の借入れに変更する旨の覚書を

平成７月 26 日付で締結しております。 

 

眞城利浩氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 25 年７月 29 日 平成 25 年８月 25 日 10,000,000 円 2.0％ 10,411 円

合計 － － 10,000,000 円 － 10,411 円

債務合計：10,010,411 円 

債務金額 9,999,990 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 10,421 円は引き続き債務となります。 

 

小野内伸次氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 25 年５月 24 日 平成 25 年６月 30 日 12,500,000 円 5.0％ 167,808 円

合計 － － 12,500,000 円 － 167,808 円

債務合計：12,667,808 円 

債務金額 12,661,110 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 6,698 円は引き続き債務となります。 
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梅村晋平氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 25 年６月 28 日 平成 25 年７月 31 日 30,000,000 円 2.0％ 85,480 円

 平成 25 年７月 18 日 平成 25 年７月 31 日 20,000,000 円 2.0％ 35,069 円

合計 － － 50,000,000 円 － 120,549 円

債務合計：50,120,549 円 

債務金額 50,103,900 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 16,649 円は引き続き債務となります。 

 

梅村文和氏 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 25 年６月 28 日 平成 25 年７月 31 日 30,000,000 円 2.0％ 85,480 円

 平成 25 年７月 18 日 平成 25 年７月 31 日 20,000,000 円 2.0％ 35,069 円

合計 － － 50,000,000 円 － 120,549 円

債務合計：50,120,549 円 

債務金額 50,103,900 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 16,649 円は引き続き債務となります。 

 

大榮産業株式会社 

債務合計（預り金）：58,688,697 円 

債務金額 58,688,697 円のうち 49,999,950 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 8,688,747 円は引き

続き債務となります。 

預り金 

大榮産業株式会社と当社は、共同で所有する特許権を当社子会社であるメディエート社に貸与し、メディエート

社から当該特許権にかかる滅菌器の売上に応じたロイヤリティを得ております。ロイヤリティは、メディエート社

からその全額が当社に支払われ、当社は特許権の所有割合に応じた金額を大榮産業株式会社に支払うという方法を

とっておりますが、当社の資金繰りが厳しいことから、大榮産業株式会社に対する支払いを猶予していただき、当

社の運転資金に充当してまいりました。当社では、平成 21 年２月から平成 25 年５月までの間にメディエート社か

ら受取ったロイヤリティ 75,145 千円のうち 16,456 千円を大榮産業株式会社へ支払い、残高 58,688 千円を預り金と

して計上、管理しております。なお、当該預り金は、弁済期限の到来した金銭債権の現物出資であり、帳簿価額を

超えないことから会社法第 207 条第９項第５号により検査役による調査・報告は不要です。 

 

Ant Investments GmbH 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 24 年６月８日 平成 24 年７月１日 30,093,000 円 10.0％ 2,888,928 円

 平成 24 年６月 15 日 平成 24 年７月１日 10,031,000 円 10.0％ 947,589 円

合計 － － 40,124,000 円 － 3,836,517 円

債務合計：43,960,517 円 

債務金額 43,950,060 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 10,457 円は引き続き債務となります。 

借入日においてそれぞれ 300,000US ドル（平成 25 年 6 月 8 日のレートで換算 23,835 千円）、100,000US ドル（平

成 25 年 6 月 15 日のレートで換算 7,925 千円）を借入れましたが、平成 25 年７月 25 日の為替レート（100.31 円）

を用いて 40,124 千円に換算し、円貨の借入に変更する旨の覚書を平成 25 年７月 26 日付で締結しております。 

Ant Investments GmbH は、当社代表取締役の田中茂樹が株主及び代表者となっておりますが、投資資金の出し手

は、本第三者割当増資の割当予定先であるロー・ブン・ファ氏であり、Ant Investments GmbH の意思決定機関は

ロー・ブン・ファ氏によって支配されています。これは、オフショアに存在する代理人制度を利用したもので、

ロー・ブン・ファ氏と田中並びに田中と同じ代理人である Flavia 氏の３名による契約に基づき、田中は実質的な議

決権を有さず、かつ、役員としての業務上の責任と権限も有しておりません。Ant Investments GmbH の意思決定機

関はロー・ブン・ファ氏によって支配されていることから、当社への資金貸付の条件や実行については、ロー・ブ

ン・ファ氏により決定されました。 
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当社は、平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資における割当先である青島中盈藍海現代服務発展股份有限

公司からの金銭出資とは別に 150,000 千円の借入れを予定しておりましたが、それが遅延したことから足元の資金

繰りに対応するため、ロー・ブン・ファ氏へ緊急融資をお願いいたしました。借入金利は年 10.0％と高金利ではあ

りましたが、近いうちに青島中盈藍海現代服務発展股份有限公司からの借入金 150,000 千円により返済ができるこ

と、さらに、緊急に対応をいただけるのは Ant Investments GmbH だけだったことから合意いたしました。しかし、

青島中盈藍海現代服務発展股份有限公司からの借入が実行されなかったことから返済ができず現在に至っておりま

す。なお、金銭出資についても失権となりました。当社は、その後も資金繰りが厳しい状況が続いたことから、他

からの借入れを行ってまいりましたが、借り換えが出来るほどの余裕はなく、高金利ではあるものの当該借入を優

先して返済することはできず現在に至っております。 

 

SG Investments, Ltd. 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 

利率 

(遅延損害金の率) 

未払利息及び

遅延損害金 

① 平成 23 年 7月 31 日 平成 23 年 10 月 31 日 30,000,000 円

12.0％ 

(14.6%) 8,796,000 円

② 平成 25 年５月 14 日 平成 25 年６月 30 日 12,300,000 円 5.0％ 134,357 円

合計 － － 42,300,000 円 － 8,930,357 円

債務合計：51,230,357 円 

債務金額 12,432,420 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 38,797,937 円は引き続き債務となります。 

①は、フルブライト投資事業有限責任組合から譲り受けた債権です。しかしながら、その後、債権譲渡は無効

であるとしてフルブライト投資事業有限責任組合はフォーエブリ株式会社へ債権譲渡し、フォーエブリ株式会

社は当社に対して弁済を求める訴訟を提起し、現在も係争中であります。そのため、現物出資の対象から除外

しております。 

②借入日において 13,000,000 円を借入れましたが、平成 25 年７月 14 日に 700,000 円は返済いたしました。 

 

Tiger Financial Managements GmbH  

借入金 借入日 返済期日 借入金額 利率 未払利息 

 平成 25 年５月 14 日 平成 25 年８月９日 10,000,000 円 5.0％ 107,398 円

 平成 25 年７月 25 日 平成 25 年８月９日 50,000,000 円 5.0％ 109,589 円

 平成 25 年７月 31 日 平成 25 年８月９日 40,000,000 円 5.0％ 87,671 円

合計 － － 100,000,000 円 － 304,658 円

債務合計：100,304,658 円 

債務金額 100,290,960 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 13,698 円は引き続き債務となります。 

 

株式会社ジーティーアイ 

借入金 借入日 返済期日 借入金額 

(当初の借入金額) 

利率 

(遅延損害金の率) 

未払利息及び 

遅延損害金 

① 平成 23 年６月１日 平成 23 年９月 30 日 

1,750,835 円

(15,000,000 円)

12.0％ 

(14.6%) 1,384,230 円

② 平成 23 年８月 26 日 平成 23 年 11 月 30 日 10,000,000 円

12.0％ 

(21.9%) 5,635,355 円

③ 平成 23 年８月 29 日 平成 23 年 11 月 30 日 20,000,000 円

12.0％ 

(21.9%) 2,827,355 円

④ 平成 23 年 10 月 27 日 平成 24 年１月 31 日 

1,936,549 円

(30,000,000 円)

12.0％ 

(21.9%) 154,772 円

合計 － － 33,687,384 円 － 10,001,712 円

債務合計：43,689,096 円 
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債務金額 43,679,790 円を現物出資の対象といたします。なお、債務残額 9,306 円は引き続き債務となります。 

株式会社ジーティーアイが当社に対して有する金銭債権は、フォーエブリ株式会社から平成 25 年１月８日付の転

付命令（平成 25 年１月 10 日到達）により株式会社ジーティーアイに移転したものです。（）内は、借入日における

借入金額です。なお、上記①②③については、当初フルブライト投資事業有限責任組合から当社が借り入れたもの

です。 

当社は、平成 22 年 11 月期第 1 四半期末後において、銀行からの借入金の返済について猶予を受けることになった

ことから、継続企業に関する疑義を注記することになりました。これをきっかけに、当社は、低利での資金借入れ、

もしくは、資金の借入れ自体が困難な状況となったことから、高利ではあるものの運転資金を調達する必要があり

ました。 

当社は、平成 22 年８月 24 日に実施した香港東盛禾投資集圑有限公司を割当先とした第三者割当増資後、当社代

表取締役田中と取締役である王の共通の知人からフルブライト投資事業有限責任組合を紹介されました。当社は、

フルブライト投資事業有限責任組合より、当時、当社の持分法適用関連会社であったメディエート社が製造販売す

る医療用滅菌器の中国における事業展開を支援したいとの申し出を受け、平成 22 年９月から平成 23 年８月にかけ

て、合計 90,000 千円を借入れました。当社は 90,000 千円のうち、45,000 千円の弁済期日である平成 23 年７月 31

日までの返済が困難であったことから、当社株主であった SG Investments, Ltd. にフルブライト投資事業有限責

任組合の金銭債権について、平成 23 年９月 30 日弁済期日の 15,000 千円を含めて、合計金銭債権 60,000 千円を譲

り受けていただくことになりました。その後、当社は、SG Investments, Ltd. と平成 23 年 11 月 7 日に予定してい

た第三者割当増資において当該債権を現物出資いただくことで合意しましたが、当社株価が著しく下落したことに

より当該増資は中止となりました。金銭出資も予定していた当該増資が中止となったことで、これまで以上に資金

繰りに窮した当社は、フルブライト投資事業有限責任組合の無限責任組合員である石川幸男氏からフォーエブリ株

式会社を紹介され、フルブライト投資事業有限責任組合からの借入金利と同条件とする提示を受け、④ 平成 23 年

10 月 27 日にフォーエブリ株式会社から 30,000 千円を借入れました。 

フルブライト投資事業有限責任組合の無限責任組合員である石川幸男氏は、香港東盛禾投資集圑有限公司の常任

代理人であるグローバル・インベストメント・リサーチ株式会社の副社長でもあります。当社株価が著しく下落し

た一因として、グローバル・インベストメント・リサーチ株式会社が、香港東盛禾投資集圑有限公司に無断で香港

東盛禾投資集圑有限公司が所有する当社株式を担保に資金を借入れ、その返済ができなかったことから、担保に差

入れた当社株式が売却されたことがあげられることが、社内調査で判明いたしました。一方のフォーエブリ株式会

社は、フルブライト投資事業有限責任組合による SG Investments, Ltd.への債権譲渡は無効であるとし、あらため

てフルブライト投資事業有限責任組合との間で、当該譲渡債権を含めた 90,000 千円を 3,000 千円で譲り受けたとし

て契約を締結し、確定日付により対応要件を備え、当社に対してこれを含めた金銭債権元本総額 120,000 千円及び

利息、遅延損害金の弁済を求め４件の訴えがなされました。なお、４件の訴えのうち３件については、当社に弁済

を命じる判決言渡がなされており、残る１件は現在も係争中であります。 

その後、当社は、資金繰りがつかずいずれの債務も返済できずにおりましたところ、④の連帯保証人である当社

代表取締役田中茂樹が有する当社株式 1,853 株が平成 24 年７月３日付振替社債等譲渡命令に基づき、平成 24 年８

月８日付でフォーエブリ株式会社に移管され、換価代金 20,401 千円について保証債務が履行され、④の元本返済に

16,063 千円、利息支払に 956 千円、遅延損害金支払に 3,381 千円を充当いたしました。さらに④について、当社は

平成 24 年 12 月 18 日に 12,000 千円を返済いたしました。その結果、④の借入残高は 1,936 千円となっております。 

当社には、平成 24 年９月 20 日に株式会社ジーティーアイが自己の有する債権の担保として、フォーエブリ株式

会社が当社に対して有する全ての金銭債権に質権を設定した旨の通知があり、平成 24 年 12 月 26 日付で差押命令が

なされました。平成 25 年１月８日付の東京地方裁判所の転付命令（平成 25 年１月 10 日に当社到達）により、平成

25 年 1 月 10 日時点のフォーエブリ株式会社が有する金銭債権のうち、株式会社ジーティーアイの被担保債権

40,625,536 円の範囲内で株式会社ジーティーアイに移転しました。移転した順序と内訳は次のとおりです。 

1. ④ 元本 1,936,549 円

2. ④ 遅延損害金 1,127,442 円

3. ② 元本 10,000,000 円

4. ② 利息 319,355 円

5. ② 遅延損害金 1,624,000 円
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6. ③ 元本 20,000,000 円

7. ③ 利息 619,355 円

8. ③ 遅延損害金 3,248,000 円

9. ① 元本 1,750,835 円

合計 40,625,536 円

被担保債権 40,625,536 円と債務合計額 43,689,096 円の差額は、平成 25 年１月 11 日から平成 25 年８月 19 日ま

での遅延損害金の額です。なお、株式会社ジーティーアイに移転していない金銭元本①13,249,165 円、未払利息及

び遅延損害金 5,731,745 円については、引き続きフォーエブリ株式会社が有しております。 

当社は、その後も資金繰りが厳しい状況が続いたことから、他からの借入れを行ってまいりましたが、借り換え

が出来るほどの余裕はなく、高金利ではあるものの当該借入を優先して返済することができず、現在に至っており

ます。なお、フォーエブリ株式会社への返済については、上記以外に平成 24 年２月 22 日付でフォーエブリ株式会

社より提訴された資金返還請求訴訟１件が係争中であるため、この判決を受けたのちに判断する予定です。 

 

６．割当先の選定理由等 

（１）割当先の概要 

① 氏 名 田中 茂樹 

② 住 所 愛知県安城市 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 株式会社 T&C ホールディングス 代表取締役 

 所在地 東京都港区芝浦一丁目 14 番５号 

 事業の内容 持株会社 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 当社普通株式を 2,131 株所有しております。 

 取引関係 当社に対して 103 百万円の債権を有しております。 

 人的関係 当該個人は当社代表取締役であります。 

 

① 氏 名 井上 勇 

② 住 所 東京都武蔵野市 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 株式会社 T&C ホールディングス 監査役 

 所在地 東京都港区芝浦一丁目 14 番５号 

 事業の内容 持株会社 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 当社普通株式を 120 株所有しております。 

 取引関係 当社に対して 12 百万円の債権を有しております。 

 人的関係 当該個人は当社監査役であります。 

 

① 氏 名 木下 佐智子 

② 住 所 東京都品川区 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 株式会社インヴィジョン ジャパン 代表取締役 

 所在地 東京都中央区八丁堀 3丁目 5番 7号 

 事業の内容 安全検査機器の輸入販売及び保守 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社に対して 6百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 
当該個人は当社顧問であり、当社連結子会社であるメディエート社の社外

取締役です。 

 

① 氏 名 井上 京子 

② 住 所 兵庫県芦屋市 
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③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 該当事項はありません。 

 所在地 該当事項はありません。 

 事業の内容 該当事項はありません。 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社に対して 3百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 当該個人は、当社監査役である井上勇の姉であります。 

 

① 氏 名 ロー・ブン・ファ 

② 住 所 シンガポール 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 該当事項はありません。 

 所在地 該当事項はありません。 

 事業の内容 該当事項はありません。 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 当社普通株式を 1,929 株所有しております。 

 取引関係 当社に対して 10 百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 当該個人は、平成 22 年 2月まで当社の社外取締役に就任しておりました。

 

① 氏 名 眞城 利浩 

② 住 所 愛知県名古屋市千種区 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 協進株式会社 代表取締役 

 所在地 愛知県名古屋市千種区今池町三丁目 35 番 1号 

 事業の内容 不動産賃貸業 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社に対して 10 百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 

① 氏 名 小野内 伸次 

② 住 所 愛知県安城市 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 大盛運輸株式会社 代表取締役 

 所在地 愛知県安城市新明町 20-17 

 事業の内容 運送業 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社に対して 13 百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 

① 氏 名 梅村 晋平 

② 住 所 愛知県豊田市 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 株式会社梅村 代表取締役 

 所在地 愛知県豊田市浄水町伊保原 155 番地 

 事業の内容 不動産の賃貸・管理 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社に対して 50 百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 該当事項はありません。 
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① 氏 名 梅村 文和 

② 住 所 愛知県豊田市 

③ 職 業 の 内 容  

 名称及び肩書き 該当事項はありません。 

 所在地 該当事項はありません。 

 事業の内容 該当事項はありません。 

④ 当社と当該個人の関係  

 資本関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社に対して 50 百万円の金銭債権を有しております。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 

① 名 称 大榮産業株式会社 

② 所 在 地 愛知県名古屋市中村区本陣通４－18 

③ 
代表者の役職・氏名 

代表取締役会長 稲垣 房造 

代表取締役社長 伊藤 明敏 

④ 事 業 内 容 商社 

⑤ 資 本 金 303 百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和 23 年２月 26 日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 3,948,983 株 

⑧ 決 算 期 3 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 130 名（平成 25 年 3 月 31 日現在） 

⑩ 主 要 取 引 先 スズキ㈱、トヨタ車体㈱、㈱神明、㈱豊田自動織機、豊田合成㈱ 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 三菱東京 UFJ 銀行、みずほ銀行、りそな銀行、三井住友銀行 

⑫ 大株主及び持株比率 ㈱東亜製作所10.2％、(有)岡本商事6.1％、㈱日新琺瑯製作所5.1％ 

資 本 関 係 当社普通株式 973 株を所有しております。 

人 的 関 係
当社連結子会社であるメディエート社の社外取締役

に１名就任いただいております。 

取 引 関 係

当該割当予定先と当社が所有する特許権を当社子会

社に使用許諾することで、当社子会社より受取るロ

イヤリティの一部を当社が一旦受け、預り金として

計上しております。 

⑬ 当 社 と の 関 係 等 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

該当事項はありません。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財務状態                                         (百万円) 

決算期 平成 25 年 3月期 平成 24 年 3月期 平成 23 年 3月期 

純 資 産 1,908 1,873 1,853

総 資 産 20,472 21,467 18,705

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 483 474 469

売 上 高 50,609 47,095 37,203

営 業 利 益 381 303 275

経 常 利 益 120 118 103

当 期 純 利 益 59 43 40

1 株 当 た り 純 利 益 （ 円 ） 15 11 10

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 8 6 6

 

① 名 称 Ant Investment GMBH 

② 所 在 地 Heerstrasse 7 8853 Lachen Switzerland 

③ 代表者の役職・氏名 President Shigeki Tanaka 

④ 事 業 内 容 投資業 

⑤ 資 本 金 CHF20,000.00 

⑥ 設 立 年 月 日 2010 年 9 月 16 日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 200 株 
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⑧ 決 算 期 12 月 

⑨ 従 業 員 数 － 

⑩ 主 要 取 引 先 － 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 Bank Julious Bear 

⑫ 大株主及び持株比率 田中茂樹 70％、Flavia Kehl30% 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係
当社代表取締役田中茂樹が President を務めており

ます。 

取 引 関 係
当社に対して 44 百万円の金銭債権を有しておりま

す。 

⑬ 

 

当 社 と の 関 係 等 

 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

当社代表取締役田中茂樹が同社へ 70％出資しており

ます。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財務状態 

決算期 2010 年 12 月期 2011 年 12 月期 2012 年 12 月期 

純 資 産 CHF20,000.00 CHF20,000.00 CHF20,000.00

総 資 産 CHF20,000.00 CHF20,000.00 CHF450,000.00

１ 株 当 た り 純 資 産 CHF1.00 CHF1.00 CHF1.00

売 上 高 － － －

営 業 利 益 － － －

経 常 利 益 － － －

当 期 純 利 益 － － －

1 株 当 た り 純 利 益 － － －

１ 株 当 た り 配 当 金 － － －

 

① 名 称 SG Investments, Ltd. 

② 
所 在 地 

89 Nexus Way Cayman Bay P.O.BOX 31106 SMB Grand Cayman Cayman 

Islands 

③ 代表者の役職・氏名 Director David Kenneth Sims 

④ 事 業 内 容 資産管理 

⑤ 資 本 金 10 万円 

⑥ 設 立 年 月 日 2008 年５月 21 日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 1,000 株 

⑧ 決 算 期 12 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 － 

⑩ 主 要 取 引 先 － 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 Bank Julious Bear 

⑫ 大株主及び持株比率 MG Trust Holdings, Ltd.   1,000株 100％ 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係
当社に対して 51 百万円の金銭債権を有しておりま

す。 
⑬ 当 社 と の 関 係 等 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

該当事項はありません。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財務状態                     （千円） 

決算期 2010 年 12 月期 2011 年 12 月期 2012 年 12 月期 

純 資 産 100 100 100

総 資 産 35,102 4,496 41,838

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 100 100 100

売 上 高 － － －

営 業 利 益 － － －
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経 常 利 益 － － －

当 期 純 利 益 － － －

1 株 当 た り 純 利 益 （ 円 ） － － －

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） － － －

 

① 名 称 Tiger Financial Management GmbH 

② 
所 在 地 

Seedamm Business Center Churerstrasse 135 8808 Pfäffikon 

Switzerland 

③ 代表者の役職・氏名 Manager John Kehl 

④ 事 業 内 容 資産運用事業 

⑤ 資 本 金 CHF20,000.00 

⑥ 設 立 年 月 日 2012 年 4 月 5 日 

⑦ 発 行 済 株 式 数  

⑧ 決 算 期 12 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 － 

⑩ 主 要 取 引 先 － 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 Bank Julious Bear 

⑫ 大株主及び持株比率 株式会社ジーザス100％ 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係

当社連結子会社 T&C Financial Advisor (Schweiz) 

AG の代表者 John Kehl が Manager を務めておりま

す。 

取 引 関 係
当社に対して 100 百万円の金銭債権を有しておりま

す。 

⑬ 当 社 と の 関 係 等 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況
該当事項はありません。 

※ 2012 年 12 月期は 2013 年 12 月期決算に通算して行うため、現在のところ決算情報はありません。 

 

① 名 称 株式会社ジーティーアイ 

② 所 在 地 東京都目黒区駒場 1-24-5-403 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 赤澤 芳樹 

④ 事 業 内 容 経営コンサルティング業及び投資業 

⑤ 資 本 金 75 百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 15 年 8月 6日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 2,850 株 

⑧ 決 算 期 3 月 31 日 

⑨ 従 業 員 数 1 名 

⑩ 主 要 取 引 先 ゴマブックス株式会社 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 三菱東京 UFJ 銀行 

⑫ 大株主及び持株比率 赤澤芳樹91.2％ 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係
当社に対して 44 百万円の金銭債権を有しておりま

す 
⑬ 当 社 と の 関 係 等 

関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

該当事項はありません。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財務状態                    （百万円） 

決算期 平成 23 年 3月期 平成 23 年 3月期 平成 23 年 3月期 

純 資 産       37,745 26,355 50,851

総 資 産       41,675 52,825 116,386

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ）           53,922 31,006 17,842

売 上 高          207 2,020 1,800

営 業 利 益     △11,443 △4,496 △18,820

経 常 利 益     △13,441 △11,230 4,666
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当 期 純 利 益     △13,621 △11,390 4,495

1 株 当 た り 純 利 益 （ 円 ）         △19,459 △13,400 1,577

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ）                0 0 0

＊ 本第三者割当増資の割当予定先は、当社グループの役員及びその親族やすでに取引のある先であり、当社と

しては割当予定先を訪問などして何度も面談を重ねております。しかしながら、当社は、平成 22 年 8 月 24 日

に実施された第三者割当増資に関して、払込金として割当先以外の者の資金が使用されていたことが判明した

際に、その発生原因の究明と再発防止策について検討していただいた第三者委員会より、｢割当先関係者の属性

調査に用いる資料としては、信頼性の高い公的な資料等を用いることが望ましく、かかるチェック体制の導入

を検討すべきである｣との提言に従い、慎重に実在性や属性を把握するために、公的な書類である住民票や登記

簿謄本を提出いただくことといたしました。 

田中茂樹、井上勇、木下佐智子氏、井上京子氏、眞城利浩氏、小野内伸次氏、梅村晋平氏、梅村文和氏につ

いては、３ヶ月以内に取得した住民票又は印鑑証明書を入手し確認いたしました。ロー・ブン・ファ氏につい

てはシンガポールにおける IC カード(身分証明書)により、田中の借入先である衛氏についてはパスポートによ

り確認いたしました。大榮産業株式会社、株式会社ジーティーアイ及び梅村氏の借入先である株式会社梅村に

ついては３ヶ月以内に取得した登記簿謄本により確認いたしました。SG Investments, Ltd. については、ケイ

マン諸島による Certificate of Incorporation 、 Certificate of Incumbency 、 Certificate of Good 

Standing により確認いたしました。Ant Investments GmｂH 及び Tiger Financial Management GmbH について

は、スイス政府による登記情報をインターネットにより閲覧し確認いたしました。さらに、当社は、当社役員

を含めた割当予定先ならびに割当予定先の役員及び主要株主が暴力もしくは威力を用い、又は詐欺その他の犯

罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下「特定団体等」といいま

す。)であるか否か、並びに割当予定先並びに割当予定先の役員及び主要株主が特定団体等と何らかの関係を有

しているか否かについて、インターネット検索サイトを利用した検索を行った結果、反社会的勢力等との関わ

りを疑わせるものは検出されませんでした。さらに当社は、日経テレコン 21 を利用し、割当予定先、法人名、

役員名等についてキーワード検索を行うことにより反社会的勢力等との関わりを調査いたしました。その結果、

反社会的勢力等との関わりを疑わせるものが全く検索されなかったため、反社会的勢力等とは一切関係を有し

ないと判断いたしました。さらにその判断を補完すべく、第三者調査機関である株式会社中央情報センター(大

阪府大阪市天王寺生玉前町 1-26 代表取締役安岡優子)に調査を依頼しました。同社は、創業 15 年にわたり調査

業務を行っており、上場前調査を含め、上場企業各社との同業務の取引実績が多数あること、警察当局とのラ

インもあり、蓄積された情報及び調査力があること等により信頼できる調査が行われたものと考えております。

同社からも反社会的勢力との関係を有していないことを確認した調査報告書を受領しておりますので、当社の

上記判断が補完され、別途その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。 

 

（２）割当先を選定した理由 

当社は、平成 24 年 11 月期末に債務超過となったことから、債務超過の早期解消を図るため、第三者割当増資を

検討し、その引受先についても検討してまいりました。資金的にも逼迫する状況において、役員報酬等の支払遅延

や、一部の取引先に対する未払金等の支払遅延が生じ、その支払猶予をお願いするとともに、役員及び親密取引先

等からの借入等によりキャッシュ・ポジションを維持してまいりました。本第三者割当増資に当たっては、反社会

的勢力に関わりがないことは当然のこと、当社の現在の財務状況、経営方針、将来の企業価値の向上につながる施

策を理解していただき、協力いただけるという視点から割当予定先の選定を行いました。なお、当社といたしまし

ては、全ての債務を現物出資していただくことで債務超過を解消したいところではありますが、未払税金の現物出

資は認められず、銀行からの借入金や取引先に対する未払金については銀行や取引先が了承しないことから、現物

出資の対象となっておりません。なお、当社代表取締役田中茂樹は、本新株式の発行の割当予定先であり、また、

割当予定先である Ant Investments GmbH の代表者であります。よって、特別の利害関係を有するため利益相反回

避の観点から、本新株式の発行決議には参加しておりません。 

 

① 田中茂樹 

金融市場を事業領域としていた当社グループは、平成 20 年のリーマンショック以降、資金繰りに窮する状況
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において、当社の代表取締役である田中茂樹は、当社グループの運転資金として貸付を行ってまいりました。本

第三者割当増資における現物出資の対象となる田中から当社に対する債権は次のとおりです。 

（借入債務） 

当社は、平成 23 年 11 月 7 日に第三者割当増資による 147,535 千円の資金調達を予定しておりましたが、著し

い株価下落により実行することができなくなったことで、当社はこれまで以上に資金繰りに窮すこととなり、田

中より、平成 23 年 12 月 29 日付で 49,906 千円を借入れ、弁護士等支払報酬 14,159 千円、人件費 7,842 千円、

借入金返済 7,020 千円、システム管理費 3,153 千円、事務所家賃 1,452 千円、IR 費用 993 千円への支払い、子会

社 T&C フィナンシャルリサーチ人件費 10,000 千円、XTF, Inc. 人件費 3,687 千円、T&C XTF Japan 人件費

1,600 千円に充当し、さらに平成 24 年 1 月 10 日付で 9,800 千円を借入れ、人件費 4,217 千円、事務所家賃

4,061 千円、借入利息 977 千円、子会社 T&C XTF Japan 人件費 543 千円に充当いたしました。また、当社は、平

成 24 年６月 13 日に実施いたしました第三者割当増資による 497,647 千円の資金調達を予定しておりましたが、

割当先からの金銭出資がなされなかったことで、さらに田中より平成 24 年９月５日付で 4,000 千円を借入れ、

全額を子会社 XTF, Inc. 人件費に充当し、平成 25 年４月５日付の借入れ 3,700 千円については、弁護士等報酬

854 千円、人件費 683 千円、システム管理費 581 千円、IR 費用 84 千円、子会社 T&C Financial Research USA, 

Inc. 人件費 1,496 千円に充当いたしました。 

（田中への求償債務） 

当社は、平成 23 年 10 月 27 日付でフォーエブリ株式会社より借入れた 30,000 千円について、その弁済を求め

平成 24 年２月 14 日付で貸金返還請求訴訟を提訴され、平成 24 年５月 15 日付で支払を命ずる判決言渡を受けた

ため、当社は、平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資により調達する資金で返済を予定しておりました

が、割当先の失権により金銭出資がなされず返済しておりませんでした。その後、当該債務の連帯保証人である

田中茂樹が保有する当社株式の一部が、平成 24 年７月３日付の振替社債等譲渡命令に基づき、平成 24 年８月８

日付でフォーエブリ株式会社に移管され、換価代金 20,401 千円について保証債務が履行されました。これに伴

い田中において、債務者である当社に対する求償権が発生し、田中は当社に対する金銭債権 20,401 千円を有す

ることになりました。その後、当社が平成 25 年５月 10 日及び平成 25 年６月 10 日に 1,300 千円を返済したこと

から現在の当該債権は 19,101 千円となっております。 

（未払報酬債務） 

田中は当社に対して平成 22 年 12 月から平成 24 年６月までの未払報酬債権 16,304 千円を有しております。こ

れは、当社の資金繰りが厳しいことから、事業継続に不可欠な運転資金の支払を優先し、役員報酬の支払遅延を

重ねてきたためです。 

田中は、当社の債務超過を迅速に解消することに加え、当社の困窮にいたった原因は自身の経営判断であった

との反省や、株主や取引先等からいただく御支援の状況に鑑みて、貸付債権 67,256 千円及び求償債権 19,101 千

円並びに未払報酬債権 16,304 千円を現物出資することといたしました。 

② 井上勇 

井上勇は当社取締役を経て、平成 25 年２月 26 日付で当社監査役に就任いたしました。当社取締役として当社

が資金繰りに窮する状況において資金を貸付けております。 

（借入債務） 

当社は、平成 23 年 11 月 24 日付で 4,000 千円を借入れ、人件費 3,176 千円、子会社 T&C フィナンシャルリ

サーチ人件費 823 千円に充当いたしました。当社は、平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資により調達

する資金で返済を予定しておりましたが、割当先の失権により金銭出資がなされず返済しておりませんでした。 

（未払報酬債務） 

井上は当社に対して平成 23 年９月から平成 24 年６月までの未払報酬債権 7,680 千円を有しております。これ

は、当社の資金繰りが厳しいことから、事業継続に不可欠な運転資金の支払を優先し、役員報酬の支払遅延を重

ねてきたためです。 

井上より当社の債務超過解消の一助になることから、これら金銭債権について現物出資する旨の申し出を受け

割当予定先といたしました。 

③ 木下佐智子氏 

木下佐智子氏は、当社代表取締役田中が古くから協力いただいている当社株主を通じて知り合いました。木下氏
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は医療業界における経験が長く見識も深いことから、平成 24 年 6 月 29 日付で当社の持分法適用関連会社であった

メディエート社の社外取締役に就任していただきました。木下氏は、当社の意向や事業方針を十分理解したうえで

取締役としての職務を執行していただいておりましたので、平成 24 年 12 月１日付で当社の医療機器に関するビジ

ネスにおける顧問に就任いただきました。これに伴い、メディエート社は、当社の緊密者がメディエート社の取締

役の過半数を占め、取締役会を実質的に支配するとみなされるようになったことから、支配力基準に基づき、当社

の連結子会社となっております。平成 25 年３月に当面の運転資金について借入れをお願いし、平成 25 年３月 11

日に 5,000 千円、平成 25 年３月 25 日に 500 千円を借入れました。この資金は、銀行借入利息 226 千円、その他運

転資金 433 千円、子会社 XTF, Inc. 人件費 4,841 千円に充当いたしました。その後、当社は債務超過解消に向け

た増資を検討している旨を説明し、現物出資による返済を提案したところ応諾いただいたことから、割当予定先と

いたしました。 

④ 井上京子氏 

井上京子氏は、当社監査役である井上勇の姉であります。井上勇が当社の資金繰りについて相談したところ、当

社の厳しい経営状況や今後の事業展開を理解されたうえで、平成 23 年 12 月２日に当社に対し 3,000 千円を貸し付

けてくださいました。この資金は子会社 T&C フィナンシャルリサーチが利用するブルームバーグの情報料の支払に

充当いたしました。平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資により調達する資金で返済を予定しておりまし

たが、割当先の失権により金銭出資がなされず返済しておりませんでした。当社監査役井上より現物出資による返

済を提案したところ応諾いただいたため割当予定先といたしました。 

⑤ ロー・ブン・ファ氏 

当社は、平成 19 年 10 月に投資情報提供事業においてコンテンツ力の強化を目的に、シンガポールを拠点に情報

提供事業を営む NextView Pte Ltd の第三者割当増資を受け、同社を持分法適用関連会社といたしました。同社の

会長であったロー・ブン・ファ氏は、平成 20 年２月 23 日開催の定時株主総会において、当社の社外取締役に就任

し、平成 22 年２月の任期満了により退任しております。平成 25 年５月末において当社株式 1,929 株を所有する第

３位の株主であります。同氏は当社役員退任後も当社株主として事業展開に関するアドバイスや資金援助をいただ

いております。当社は、同氏より平成 23 年７月 11 日付で 100 千シンガポールドル（平成 23 年７月 11 日のレート

で換算 6,567 千円）を借入れ、人件費 4,511 千円、事務所家賃 2,056 千円に充当いたしました。当社は、平成 24

年６月 13 日に実施いたしました第三者割当増資における金銭出資により返済を予定していたものの、割当先から

の金銭出資がなされなかったことから返済することができずにおりました。平成 25 年６月に、債務超過解消に向

けた増資を検討している旨を説明したところ、金銭債権の現物出資に応じる旨の申し出をいただいたため割当予定

先といたしました。 

⑥ 眞城利浩氏 

眞城利浩氏は、不動産賃貸業を営む協進株式会社の代表取締役です。平成 22 年６月２日に実施した当社の第三

者割当増資において 500 株を取得した株主であり、その後売却により利益を得られました。現在は当社株式を所有

しておりません。眞城氏は、当社の厳しい状況をよく理解いただいており、これまでにも幾度か短期の借入れをお

願いしご協力いただいております。平成 25 年６月に当面の運転資金について借入れをお願いし、平成 25 年 7 月

29 日付で 10,000 千円を借入れました。その後、当社は債務超過解消に向けた増資を検討している旨を説明し、現

物出資による返済を提案したところ応諾いただいたことから、割当予定先といたしました。この資金については平

成 25 年 9 月から平成 25 年 10 月を目処に事務所保証金、パーテーション設置及び什器等購入費に充当する予定で

す。 

⑦ 小野内伸次氏 

小野内伸次氏は、運送業を営む大盛運輸株式会社の代表取締役です。当社代表取締役田中とは学生時代からの知

り合いで懇意にしており、以前より当社株主でありましたがすでに売却され現在は所有しておりません。小野内氏

は、当社の厳しい状況をよくご理解いただいていることから、平成 25 年５月に当面の運転資金について借入れを

お願いし、平成 25 年５月 24 日付で 12,500 千円を借入れました。この資金は、弁護士等報酬 3,043 千円、人件費

1,900 千円、事務所家賃等 813 千円、IR 費用 713 千円、子会社 XTF, Inc. 人件費 6,020 千円、に充当いたしまし

た。その後、当社は債務超過解消に向けた増資を検討している旨を説明し、現物出資による返済を提案したところ

応諾いただいたことから、割当予定先といたしました。 

⑧ 梅村文和氏及び⑨梅村晋平氏 
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梅村文和氏及び梅村晋平氏は親子で、お二人のそれぞれ父、祖父にあたる方が資産家で、平成 25 年２月に当社

代表取締役田中の遠縁にあたる晋平氏からその資産の有効活用、運用、相続等全般の相談を受けたことがきっかけ

で知り合うことになりました。当社の経営方針や厳しい状況はよく理解されており、梅村晋平氏が代表取締役を務

める株式会社梅村が、平成 25 年６月に不動産投資で大きな利益をあげられ、その資金による貸付をお申し出いた

だきました。しかし、株式会社梅村から第三者である当社への貸付には社内手続きに時間がかかることから、お二

人が株式会社梅村から資金を借入れ、それを当社に貸付けていただくことになりました。当社は、お二人から平成

25 年６月 28 日付で 30,000 千円ずつ、平成 25 年７月 18 日付で 20,000 千円ずつの合計 100,000 千円を借入れまし

た。この資金は、人件費 17,286 千円、借入金等の返済 16,214 千円、子会社メディエートへ外注費支払のための貸

付 15,000 千円、弁護士等報酬 12,150 千円、保険料 3,000 千円、会計ソフト 1,927 千円、株式管理費 1,475 千円、

事務所家賃 924 千円、ブルームバーグ情報料 746 千円、交通費等 230 千円、その他経費 191 千円、子会社 XTF, 

Inc. 人件費 16,909 千円、T&C Financial Research USA, Inc. 人件費 4,810 千円、T&C FA (Schweiz) AG 人件費

1,605 千円、T&C XTF Japan 人件費 1,192 千円に充当いたしました。残額 6,534 千円については、平成 25 年９月に

未払税金及び支払報酬に充当する予定です。その後、当社は、現物出資による返済を提案したところ、応諾いただ

いたことから割当予定先といたしました。 

⑩ 大榮産業株式会社 

大榮産業株式会社は、創業時からの当社大株主で、平成 25 年５月末時点において当社株式 973 株を所有する第

５位の株主です。大榮産業株式会社は、当社に対し 58,688 千円の金銭債権を有しておりますが、これに至る経緯

は次のとおりです。 

当社は、平成 16 年に古くからの当社株主より医療用機器製造販売を営むメディエート社を紹介されました。メ

ディエート社は「ホルマリンガス無害化脱臭方法および装置」の特許を取得して、この特許技術を活用した滅菌器

の薬事承認取得を目指しておりましたが、重大な資金難による倒産リスクに直面していたことから、何とか支援で

きないかと協力を求められたものです。当該特許は他の滅菌器に比べ殺菌力が強いものの、強い残留性・浸透性が

あるホルムアルデヒドガスを無毒化脱臭する技術であり、その技術を搭載した当該滅菌器は強い殺菌力があり、他

の滅菌器に比べ簡単な操作性と短い処理時間を実現した製品であります。そこで当社は、当社の金融アドバイザ

リー事業において、当該特許権を活用した投資スキームを用いることで資金を調達し、メディエート社は倒産の危

機を回避することができました。当社は、上記投資スキームが償還となった平成 19 年 11 月に、当該特許権を購入

することといたしましたが、当社だけでは資金が足りず、大株主である大榮産業株式会社に相談したところ、共同

で購入いただけることになりました。このような経緯で、大榮産業株式会社と当社は、共同で特許権を所有してお

ります。 

大榮産業株式会社と当社は、所有する当該特許権をメディエート社に貸与し、メディエート社から当該特許権に

かかる滅菌器の売上に応じたロイヤリティを得る契約を締結いたしました。これにより当社はライセンス事業を開

始いたしました。しかしながら、メディエート社は、上述のとおり倒産は回避できたもののロイヤリティを支払う

までの余裕はなく、平成 19 年 11 月の契約以降、メディエート社からはじめて支払がなされたのは平成 21 年２月

でした。これ以降もメディエート社からの支払は滞りましたが、大榮産業株式会社と当社はこれを猶予することで

引き続き支援してまいりました。一方、当社は、平成 20 年のリーマンショック以降、投資情報提供事業及び金融

アドバイザリー事業の売上が減少し資金繰りに窮する状況に加え、ライセンス事業における売上回収が長期間滞る

ことで、さらに資金繰りが悪化し、当社においても多くの支払遅延が生じる状況を招きました。その後、メディ

エート社は、平成 21 年 7 月に厚労省の薬事承認を取得したことをきっかけに徐々に受注を増やし、平成 23 年４月

からは事業継続に支障のない範囲で不定期ではあるものの支払がなされるようになりました。ロイヤリティは、メ

ディエート社からその全額が当社に支払われ、当社は特許権の所有割合に応じた金額を大榮産業株式会社に支払う

という方法をとっておりますが、当社の資金繰りが厳しいことから、大榮産業株式会社に対して支払いを猶予して

いただき、当社の運転資金に充当してまいりました。当社では、平成 21 年２月から平成 25 年５月までの間にメ

ディエート社から受取ったロイヤリティ 75,145 千円のうち 16,456 千円を大榮産業株式会社へ支払い、残高

58,688 千円を預り金として計上、管理しております。大榮産業株式会社は、当該滅菌器の将来性を評価され、ま

た、当社グループの事業についても理解していただいていることから、預り金の回収を猶予することが当社の将来

の利益の源泉になるのであれば協力したいとの考えから、長期間にわたり支払を猶予していただいております。 

メディエート社では、大学病院や一般病院、研究機関からの受注が伸びてきたことで資金繰りがつくようになり
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ました。そこで、メディエート社は、平成 25 年４月以降に発生するロイヤリティについては、期日までの支払を

優先して行い、平成 25 年３月以前に生じた未払いのロイヤリティについても可能な限り支払を進めていくという

方針のもと、平成 25 年４月１日付で、平成 25 年４月以降あらたに生じるロイヤリティについては、大榮産業株式

会社と当社のそれぞれに直接支払うよう、ロイヤリティの支払方法を変更する契約を締結いたしました。これに基

づき、現時点において、メディエート社からまだ支払われていない平成 25 年３月以前に生じたロイヤリティにつ

いては、引き続き、メディエート社から当社へ支払われたのち、当社から大榮産業株式会社へ支払います。一方、

平成 25 年４月以降に発生したロイヤリティについては当社が所有する特許権の割合に応じた売上のみを回収して

おります。 

大榮産業株式会社は、当社の経営状況や財務状況をよく理解いただいていることから、当社が債務超過の解消に

向けて増資を検討している旨を説明したところ、当該債権を株式化することで早期の資金回収が見込め、さらに当

社の債務超過解消の一助になればと、同社取締役会において、預り金 58,688 千円のうち 50,000 千円を現物出資す

る旨を決定いただいたことから、割当予定先といたしました。 

⑪ Ant Investments GmbH 

Ant Investments GmbH は、海外投資家の日本の不動産投資のために平成 22 年９月にスイスに設立された投資会

社です。当初、日本での不動産投資を主な目的とし設立された投資会社であったため、資金調達のし易さを考慮し、

当社代表取締役の田中茂樹が株主及び代表者となりました。これは、オフショアに存在する代理人制度を利用した

もので、ロー・ブン・ファ氏と田中並びに田中と同じ代理人である Flavia 氏の３名による契約に基づき、田中と

Flavia 氏は、実質的な議決権を有さず、かつ、役員としての業務上の責任と権限も有しておりません。一方、投

資資金の出し手は、本第三者割当増資の割当予定先であるロー・ブン・ファ氏であります。Ant Investments GmbH

は、日本の震災等の影響もあり、当初の目的であった不動産投資は行っておりませんが、規模を縮小して日本への

投資を行っております。 

当社は、平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資における割当先の青島中盈藍海現代服務発展股份有限公

司から金銭出資とは別に 150,000 千円の借入れを予定しておりましたが、それが遅延したことから、足元の資金繰

りに対応するため、当社は、ロー・ブン・ファ氏へ緊急融資をお願いいたしました。借入金利は年 10.0％と高利

ではありましたが、近いうちに割当先からの借入金 150,000 千円による返済ができること、さらに、緊急に対応を

いただけるのは Ant Investments GmbH だけでしたので、平成 24 年６月８日付で 300 千 US ドル（平成 24 年６月８

日のレートで換算: 23,835 千円）を、平成 24 年６月 15 日に 100 千 US ドル（平成 24 年６月 15 日のレートで換

算: 7,925 千円）を借入れました。この資金は、人件費 9,425 千円、借入金返済 4,300 千円、システム管理費

1,330 千円、交通費等 1,027 千円、弁護士等報酬 200 千円、子会社 XTF, Inc. 人件費 3,178 千円、T&C フィナン

シャルリサーチ人件費 12,300 千円に充当いたしました。しかしながら、予定していた青島中盈藍海現代服務発展

股份有限公司からの 150,000 千円の借入がなされたかったため、Ant Investments GmbH への返済もできずにおり

ました。なお、金銭出資についても失権となっております。このたび現物出資による返済を提案したところ応諾い

ただいたため、割当予定先といたしました。 

⑫ SG Investments, Ltd. 

SG Investments, Ltd. は、当社連結子会社 T&C Financial Advisor (Schweiz) AG の代表者である John Kehl

の配偶者である Flavia Kehl 家族の資産管理会社です。100％株主である MG Trust Holdings, Ltd. は、ケイマン

におけるチャリタブルトラストであり、SG Investments, Ltd. の受益者は Flavia Kehl 氏であります。当社は、

平成 22 年６月 10 日に実施した当社の第三者割当増資において、SG Investments, Ltd. からの借入金 29,000 千円

を現物出資していただきました。これにより SG Investments, Ltd. は、当社株式 879 株を取得し、その後の売却

により利益を得られました。一方、当社代表取締役田中は、当社の厳しい資金繰りに対応するため、平成 22 年 11

月４日及び平成 22 年 11 月 22 日に、当社株主である石川幸男氏が無限責任組合員を務めるフルブライト投資事業

有限責任組合より借入れた 30,000 千円全額を当社に貸付けました。最終的には同組合から当社への貸付であった

ため、平成 23 年１月 22 日付で当社と同組合との金銭消費貸借とし、さらに当社は、同組合から平成 23 年３月 31

日付で 15,000 千円及び平成 23 年６月１日付で 15,000 千円を借入れました。当該借入れの返済として、資産売却

や第三者割当増資等による資金調達を目指していたものの、想定どおりには進まず、当該借入の返済期日平成 23

年７月 31 日までの返済が困難となりました。そのため、フルブライト投資事業有限責任組合の当社に対する金銭

債権を受けていただけるところをさがすとともに、平成 23 年 11 月７日に予定していた第三者割当増資に向けた割
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当先を検討する中で、SG Investments, Ltd. に打診いたしました。SG Investments, Ltd. は、上記平成 22 年６

月 10 日の増資において利益を得られたことで当社に対する関心をさらに深め、当社の注力する ETF 事業の成長性

に期待されていたことから、フルブライト投資事業有限責任組合の有する金銭債権 60,000 千円を同額で譲り受け

た上で、現物出資で合意いたしました。しかしながら、当社株価が著しく下落したことにより当該増資は中止とな

りました。その後、当社が借入れをお願いしたところ、平成 25 年５月 14 日付で 13,000 千円を貸付けていただき、

子会社 XTF, Inc. 事務所の保証金 8,580 千円及び人件費 2,581 千円、T&C FA (Schweiz) AG 人件費 1,837 千円に充

当いたしました。なお、平成 25 年７月 16 日に 700 千円を返済しております。このたびの借入れについて現物出資

による返済を提案したところ、応諾いただいたことから割当予定先といたしました。 

⑬ Tiger Financial Management GmbH 

Tiger Financial Management GmbH は、警備業を営む株式会社ピースメーカー(愛知県名古屋市東区白壁 3-24-

58)の代表取締役である黄元圭氏の配偶者が株主である株式会社ジーザスがグローバル投資を行うことを目的に平

成 22 年４月にスイスに設立された投資会社です。その事務管理業務・運営は、当社連結子会社である T&C 

Financial Advisor (Schweiz) AG が行っております。Tiger Financial Management GmbH は、T&C Financial 

Advisor (Schweiz) AG が提供する事務管理業務について、そのコストやフレキシブルな対応から、代替となる企

業はなく大変重宝に利用いただいております。そのため、かねてより当社の厳しい状況を心配されて、当社の安定

なくして、Tiger Financial Management GmbH の成功もないとの考えで支援を申し出ていただいておりました。当

社の今後の事業展開に興味を深め理解していただいたことから、資金の借入れをお願いしたところ、平成 25 年５

月 14 日付で 10,000 千円、平成 25 年７月 25 日付で 50,000 千円、平成 25 年７月 31 日付で 40,000 千円を貸付けて

くださいました。この資金は、借入金の返済等 15,663 千円、テスト用医療機器 10,500 千円、人件費 5,640 千円、

事務所家賃等 1,153 千円、子会社 T&C Financial Research USA, Inc, 人件費 1,900 千円、XTF, Inc. 人件費

1,307 千円に充当し、残額 63,836 千円については、主に平成 25 年 11 月までの人件費及び弁護士等支払報酬に充

当する予定です。黄元圭氏は平成 22 年６月に実施した当社の第三者割当増資の割当先であり、当社は、平成 23 年

１月 24 日付で株式会社ピースメーカーと資本提携（子会社化）の交渉を行うことを決議し現在も継続して検討を

行っております。このたびの借入れについて、現物出資による返済を提案したところ、応諾いただいたことから割

当予定先といたしました。 

⑭ 株式会社ジーティーアイ 

割当予定先である株式会社ジーティーアイの当社に対する金銭債権は、フォーエブリ株式会社の当社に対する金

銭債権が転付命令により株式会社ジーティーアイに移転されたもので、これに至る経緯は以下のとおりです。 

当社は、厳しい資金繰りに対応するため、当社株主等から資金を借入れて運転資金に充当しておりました。当社

株主であった石川幸男氏が無限責任組合員を務めるフルブライト投資事業有限責任組合から① 平成 23 年６月１日

付で 15,000 千円を借入れ、ブルームバーグ情報料 4,292 千円、事務所家賃 3,846 千円、監査報酬 2,500 千円、借

入利息 2,012 千円、システム管理費 1,450 千円、納税 800 千円に充当いたしました。当社は、資産売却や第三者割

当増資により調達する資金での返済を目指していたものの想定どおりには進まず、期日までの返済が困難となった

ため、フルブライト投資事業有限責任組合の当社に対する金銭債権を当社株主である SG Investments, Ltd. が譲

り受けました。さらに当社は、②フルブライト投資事業有限責任組合から平成 23 年８月 26 日付で 10,000 千万円

及び平成 23 年８月 29 日付で 20,000 千円を借入れ、借入金の返済 11,209 千円、事務所家賃 6,008 千円、税金

2,255 千円、人件費 2,128 千円、監査報酬 2,013 千円、株式管理費 200 千円、子会社 XTF, Inc. 人件費 6,187 千円

に充当いたしました。当社は、これらの金銭債務を第三者割当増資により、①については現物出資、②については

調達した資金での返済を予定しておりましたが、当社株価の著しい下落により第三者割当増資を中止したため債務

は残ったままで、かつ、当社の資金繰りはこれまで以上に厳しいものとなりました。そこで、当社が引き続き協力

してくださる方をさがしていたところ、石川幸男氏よりビルメンテナンス業やアパレル事業を営むフォーエブリ株

式会社（代表取締役 木村直紀氏）を紹介していただき、③平成 23 年 10 月 27 日付で 30,000 千円を借入れ、事務

所家賃 8,009 千円、人件費 5,666 千円、監査報酬 2,642 千円、借入金の返済 2,279 千円、システム管理費 1,376 千

円、税金 1,088 千円、株式管理費 357 千円、子会社 T&C フィナンシャルリサーチ 4,336 千円、XTF, Inc. 3,637 千

円、T&C XTF Japan 人件費 513 千円に充当いたしました。平成 23 年 11 月末時点での当社における上記金銭債務の

それぞれの債権者は、① SG Investments, Ltd. ② フルブライト投資事業有限責任組合 ③ フォーエブリ株式会

社 であります。しかしながら、フルブライト投資事業有限責任組合は①の SG Investments, Ltd. への債権譲渡
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は無効であるとして、平成 23 年 12 月 29 日付で当該債権をフォーエブリ株式会社に譲渡し、②についても同日付

でフォーエブリ株式会社へ譲渡した旨を当社に通知してまいりました。譲受人であるフォーエブリ株式会社は、①

の金銭債権については平成 24 年２月 22 日付で、②の金銭債権については平成 24 年２月 23 日付で、また③の金銭

債権については平成 24 年２月 14 日付で当社に対して貸金返還請求訴訟を提訴し、それぞれ平成 24 年８月 20 日、

平成 24 年８月 21 日、平成 24 年５月 15 日付で当社に対し支払を命ずる判決言渡がなされました。当社は、これら

の債務について、平成 24 年６月 13 日に実施した第三者割当増資により調達する資金で支払を予定しておりました

が、割当先の失権により金銭出資がなされず返済できずにおりました。 

その後、③の連帯保証人である当社代表取締役田中茂樹が有する当社株式 1,853 株が平成 24 年７月３日付振替

社債等譲渡命令に基づき、平成 24 年８月８日付でフォーエブリ株式会社に移管され、換価代金 20,401 千円につい

て保証債務が履行され、③の元本返済に 16,063 千円、利息支払に 956 千円、遅延損害金支払に 3,381 千円を充当

いたしました。さらに③について、当社は平成 24 年 12 月 18 日に 12,000 千円を返済いたしました。その結果、③

の借入残高は 1,936 千円となっております。 

さらに当社には、平成 24 年９月 20 日に株式会社ジーティーアイが自己の有する債権の担保として、フォーエブ

リ株式会社が当社に対して有する全ての金銭債権に質権を設定した旨の通知があり、平成 24 年 12 月 26 日付で差

押命令がなされました。平成 25 年１月８日付の東京地方裁判所の転付命令（平成 25 年１月 10 日到達）により平

成 25 年１月 10 日時点のフォーエブリ株式会社が有する金銭債権のうち、株式会社ジーティーアイの被担保債権額

40,625 千円の範囲内で、上記①の債権 15,000 千円のうち 1,750 千円、②の債権 30,000 千円及びかかる利息並び

に遅延損害金、③の債権 30,000 千円のうち 1,936 千円及びかかる利息並びに遅延損害金が株式会社ジーティーア

イに移転されております。なお、株式会社ジーティーアイに移転していない金銭債権①の元本 13,269 千円につい

ては、引き続きフォーエブリ株式会社が有しております。 

当社代表取締役の田中と監査役である井上は、株式会社ジーティーアイの代表取締役である赤澤芳樹氏と面談し、

当社の事業内容や財務状況等について説明した上で債務の返済計画について協議を重ねていく過程で、当社の今後

の事業展開に理解をいただき、本第三者割当増資において上記金銭債権の株式化に応じていただくこととなりまし

た。 

 

（３）割当先の保有方針  

本第三者割当増資の割当予定先のうち、当社役員である田中茂樹、井上勇及び当社顧問である木下佐智子氏につ

いては、当社株式を中長期にわたり保有する方針である旨を口頭で確認しております。なお、田中においては、現

物出資の対象となる金銭債権に、当社の筆頭株主である京都香港發展有限公司の実質的オーナーである衛氏からの

借入金が含まれていることから、現在、田中と衛氏とは早期の返済を前提とするのではなく、所有不動産の担保設

定、返済計画についての確認及び協議を行っております。本第三者割当増資において自身が引受ける当社株式は、

売却して返済に充てることはなく、中長期にわたり保有する方針であります。また、井上の金銭債権は、定期預金

を担保とした金融機関からの借入金によるものですが、当該借入金の返済については定期預金の解約により対応で

きることから、本第三者割当増資において自身が引受ける当社株式については中長期で保有する方針であります。

Tiger Financial Managements GmbH は、当社が株式会社ピースメーカーを子会社化することを継続的に検討してい

ることから、本第三者割当増資において引受ける当社株式を中長期にわたり保有する方針であります。Tiger 

Financial Managements GmbH は、株式会社ピースメーカーの代表取締役である黄元圭氏の家族が株主である株式会

社ジーザスがグローバル投資を行うために設立したものであり、現在は、グループ会社の株式会社ピースメーカー

及び東海セキュリティーズ株式会社の資産も運用しております。当社は、提出いただいた各社の決算書の内容から、

事業は正常に行われており、短期で当社株式を売却し資金を調達する状況にはならないと判断しております。 

当社は、平成 22 年８月 24 日に実施いたしました第三者割当増資において、割当先との間で割当日から２年間は割

当株式の売却を行わないとした確約書を交わしたにもかかわらず、割当日から約１年後に売却される事象が発生い

たしました。当社はこの経緯に関して第三者調査委員会を設置し、当該委員会より継続保有にかかる確約書につい

て、次のとおり提言をいただいております。 

・株式の継続保有の誓約に違反した場合には、損害賠償を負う等の何らかのペナルティー条項を設けることを検討

すべきである。また、株式の継続保有期間と同期間にわたって担保提供を制限する旨の条項を設けることも検討

すべきである。 
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当社は、本第三者割当増資においてこの提言に基づき、中長期にわたり保有する方針である田中茂樹、井上勇、

木下佐智子氏及び Tiger Financial Management GmbH と、これらの制限条項を盛り込んだ継続保有の確約書を平成

25 年 8 月 20 日に締結いたしました。 

上記以外の井上京子氏、ロー・ブン・ファ氏、眞城利浩氏、小野内伸次氏、梅村晋平氏、梅村文和氏、大榮産業株

式会社、Ant Investments GmbH、SG Investments, Ltd. 、株式会社ジーティーアイについては、純投資を目的とし

ており、現段階では具体的な投資方針は決まっていない旨を口頭で確認しております。 

また、割当予定先との間において、本新株式割当日（平成 25 年９月 12 日）より２年間において、本新株式の全

部又は一部を譲渡した場合には、ただちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡

の理由、譲渡方法等を当社に書面で報告をすること及び株式会社東京証券取引所へ報告すること、ならびに当該報

告内容が公衆縦覧に供されることについて同意することについての確約書を取得する予定であります。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

本第三者割当増資は、当社に対する金銭債権の現物出資（デットエクイティスワップ）によるものであるため、

金銭の払込みはありません。 

当社は、平成 22 年８月 24 日に実施いたしました第三者割当増資において、割当先から払い込まれた資金を割当

先自身の資金と認識し増資を実施いたしましたが、その後の調査において、当該払込資金は割当先以外の者の資金

が使用されていたことが判明いたしました。一方、このたびの第三者割当増資においては金銭の払込みがないので

このような事態が生じるおそれはありませんが、もともとの現物出資の対象となっている金銭債権に遡って確認い

たしました。 

① 田中茂樹 

現物出資の対象となる田中からの借入金 67,406 千円のうち、平成 23 年 12 月 29 日付 49,906 千円については、

田中が、平成 23 年 12 月 29 日に当社の筆頭株主である京都香港發展有限公司の実質的オーナーである衛氏から

借入れた資金を、当社に貸付けたものです。衛氏は香港の銀行にある自身の口座から送金をする予定でおりま

したが、衛氏の都合がつかず、一方で当社は、月末に支払うべき経費が多く、また年末ということもあり、少

しでも時間を短縮するために、田中の銀行口座ではなく当社の銀行口座に直接送金いただきたい旨をお願いし

ました。平成 23 年 12 月 27 日に衛氏より、自身は都合により年明けでないと香港に移動できないので香港にい

る知り合いに立替えてもらい送金手続きを済ませた旨の連絡があり、平成 23 年 12 月 29 日に当社の銀行口座に

入金されました。衛氏よりすでに知り合いに依頼した立替えは清算した旨を口頭で確認しております。この点

について当社では次のように判断しております。当社は、平成 23 年 11 月に予定した第三者割当増資において、

京都香港發展有限公司より現物出資及び金銭出資をいただく割当予定先として、京都香港發展有限公司の属性

や資産状況について確認作業を行いました。京都香港發展有限公司の実質的オーナーは衛氏であり、京都香港

發展有限公司の持分 60％を所有する Flash Star Development Limited. は、衛氏が 100％出資する衛氏の資産

管理会社であり、京都香港發展有限公司の最終的な意思決定者は衛氏であります。当該増資の現物出資の対象

となる金銭債権は、平成 23 年３月 25 日及び平成 23 年５月 26 日に借入れたもので、これにあたっては、平成

23 年３月 24 日に田中が香港に出向き、衛氏立会いのもと、衛氏の銀行口座残高を確認した上で当社への送金手

続きを行いました。また、金銭出資については、衛氏個人の銀行口座の残高明細を入手し十分な資金があるこ

とを確認したことにより、当社では、当該増資における現物出資は衛氏の資金であり、衛氏は金銭出資に対応

する十分な資金を有していることを確信した上で当該増資に向かったものの、当該増資は当社株価の著しい下

落により中止となりました。これにより、これまで以上に資金繰りが厳しくなった当社は、京都香港発展有限

公司へ借入をお願いしたところ応諾いただき、平成 23 年 12 月 29 日に衛氏より田中へ貸付けていただき、田中

から当社への貸付けに至ったものです。このように衛氏が所有する金銭債権の残高を確認しその十分性は明確

であったことから、当社としては、立替えはあくまでも時間的な対応であり、衛氏が清算を済ませたとの説明

のとおりと考えており、よって田中の衛氏からの借入金は衛氏の自己資金であると判断しております。 

田中の衛氏からの借入金は、金利、担保ともになく、返済期限は平成 24 年 3 月末です。当社が平成 24 年６

月 13 日に実施した第三者割当増資の割当先である青島中盈藍海現代服務発展股份有限公司からの借入により、

当社から田中に返済し、田中は衛氏に返済する予定でしたが、青島中盈藍海現代服務発展股份有限公司からの

借入がなされなかったことからいずれの返済も行っておりません。現在、田中と衛氏とは早期の返済を前提と
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するのではなく、所有不動産の担保設定、返済計画についての確認及び協議を行っております。これは、衛氏

が本第三者割当増資における田中の保有方針が、当社の株価及び事業に大きな影響を及ぼすことを理解された

ことによるもので、返済期限を設定するのではなく、債権を保全する手続きについて協議しております。ここ

でも、担保資産として当社株式は除外していただいております。よって、田中は、本第三者割当増資において

引き受ける当社株式を売却することはありません。田中からの②及び③並びに④（②、③、④については、8

ページ 5.発行条件等の合理性 （3）金銭以外の財産の現物出資の目的とする財産の内容 田中茂樹の表をご参

照ください。）の借入金については、田中の他者に対する貸付金を回収し、当社に貸付けた旨の説明を受けまし

た。②及び③については、懇意とする個人に対するものだったこともあり正式な書面は交わしておりません。

また、④については、当時、当社の持分法適用関連会社であったメディエート社への貸付金の返済を受け当社

へ貸付けました。これらは、銀行の口座明細及び預金通帳の入出金状況から、田中の説明に相違なく、自己資

金であると考えております。 

求償債務 19,101 千円については、名古屋地方裁判所からの転付命令により確認しております。 

未払報酬 16,304 千円については、当社会計帳簿、役員ごとの未支給額管理表及び給与計算の委託先である社会

保険労務士が作成する支給明細とを照合し、未払報酬債権であることを確認しております。 

② 井上勇 

現物出資の対象となる井上からの借入金 4,000 千円については、預金通帳の入出金状況により定期預金を担

保とした金融機関からの借入金であることを確認しております。 

未払報酬 7,680 千円については、当社会計帳簿、役員ごとの未支給額管理表及び給与計算の委託先である社

会保険労務士が作成する支給明細とを照合し、未払報酬債権であることを確認しております。 

③ 木下佐智子氏 

現物出資の対象となる木下氏からの借入金 5,500 千円のうち、5,000 千円については振込控と預金通帳を提出

いただき、500 千円は自宅に保管していた現金であり、全額自己資金であるとの説明をいただきました。当社は、

預金通帳の入出金状況により木下氏の自己資金であると考えております。 

④ 井上京子氏 

現物出資の対象となる井上氏からの借入金 3,000 千円については、預金通帳の入出金状況により井上氏の自

己資金であることを確認いたしました。 

⑤ ロー・ブン・ファ氏 

現物出資の対象となるロー・ブン・ファ氏から借入金については、平成 23 年７月８日付の当社との金銭消費

貸借契約書に基づき、ロー・ブン・ファ氏より在住のシンガポールより送金していただき、当社で入金を確認

した後に電話でその旨を連絡しました。ロー・ブン・ファ氏より、この資金は自己資金であることを口頭で説

明いただきましたが、提出いただいた同氏の銀行口座の最近５年間の資産状況と照らした結果、借入日におい

て、当社への貸付金額は十分に所有していたと考えられることから、当社では、ロー・ブン・ファ氏の自己資

金であると推定しております。 

⑥ 眞城利浩氏 

現物出資の対象となる眞城氏からの借入金 10,000 千円については、平成 25 年７月 29 日の振込控と預金通帳

を提出いただき、自己資金であるとの説明をいただきました。当社は、預金通帳の入出金状況により眞城氏の

自己資金であると考えております。 

⑦小野内伸次氏 

現物出資の対象となる小野内氏からの借入金 12,500 千円については、小野内氏自身の証券口座から銀行口座

へ移し、それを当社へ振込んだ旨の説明をいただきました。預金通帳の入出金状況を確認したところ、小野内

氏の説明に相違なく、自己資金であると判断いたしました。 

⑧ 梅村晋平氏 

現物出資の対象となる梅村晋平氏からの借入金 50,000 千円については、自身が代表取締役を務める株式会

社梅村の不動産売却の資金を自身が借入れ、それを当社に貸付けた旨の説明を受けました。当社は、不動産登

記簿、株式会社梅村及び梅村晋平氏の預金通帳の入出金状況を確認した結果、梅村晋平氏の説明に相違ないと

判断しております。 
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⑨ 梅村文和氏 

現物出資の対象となる梅村文和氏からの借入金 50,000 千円については、梅村晋平氏が代表取締役を務める

株式会社梅村の不動産売却の資金を借入れ、当社に貸付けた旨の説明をいただきました。当社は、不動産登記

簿、株式会社梅村及び梅村文和氏の預金通帳の入出金状況を確認した結果、梅村文和氏の説明に相違ないと判

断しております。 

⑩ 大榮産業株式会社 

現物出資の対象となる大榮産業株式会社に対する預り金については、平成 25 年 7 月末現在の当社会計帳簿

（総勘定元帳及び補助元帳）により確認しております。 

⑪ Ant Investments GmbH 

現物出資の対象となる Ant Investments GmbH からの借入金 400 千 US ドルは、全額当社に対する貸付ですが

送金にかかる日数短縮のために、当社へ 360 千 US ドルを送金し、子会社 XTF, Inc. へ直接 40 千 US ドルを送

金いただきました。これらは、投資した資金の回収により当社に貸付けた旨の説明をいただきました。当社は、

銀行口座の入出金明細により、その説明に相違ないことから、自己資金であると判断しております。 

⑫ SG Investments, Ltd. 

現物出資の対象となる SG Investments, Ltd.からの借入金 13,000 千円については、所有資産の売却資金を

当社へ送金いただいた旨の説明をいただきました。当社は、銀行口座の入出金明細により、その説明に相違は

ないことから、自己資金であると判断しております。 

⑬ Tiger Financial Management GmbH 

Tiger Financial Management GmbH は、株式会社ピースメーカーの代表取締役である黄元圭氏の配偶者が株

主である株式会社ジーザスがグローバル投資を行うために設立されており、現物出資の対象となる Tiger 

Financial Management GmbH からの借入金 100,000 千円については、グループ会社の資金と、投資した資金の

回収による旨の説明をいただきました。当社は、銀行口座の入出金明細により、その説明に相違ないことから、

自己資金であると判断しております。 

⑭ 株式会社ジーティーアイ 

現物出資の対象となる株式会社ジーティーアイが有する金銭債権 43,689 千円は、当初の借入先であるフル

ブライト投資事業有限責任組合からフォーエブリ株式会社への債権譲渡を経て、株式会社ジーティーアイへ移

転されたものであります。これらは東京地方裁判所による判決及び転付命令に基づき、株式会社ジーティーア

イと当社の顧問弁護士を介し双方で合意しております。 

 

（５）その他重要な契約等 

当社は、割当先及び当社の関係者間に、本株式発行に関する契約及び株券消費貸借契約等を締結しておりませ

ん。また、その他該当事項はありません。 
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７．募集後の大株主及び持株比率 

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

（株） 

総議決権

数に対す

る所有議

決権数の

割合

（％） 

割当後の所

有株式数

（株） 

割当後の

総議決権

数に対す

る所有議

決権数の

割合

（％） 

田中 茂樹 愛知県安城市 2,131 7.80 7,106 13.74

京都香港發展有限公司 
香港禧利街 27 號富輝商業中心 22

楼 2204 室 
6,042 22.11 6,042 11.68

Tiger Financial 

Management GmbH 

Seedamm Business Center 

Churerstrasse 135 8808 

Pfäffikon Switzerland 

－ － 4,824 9.33

大榮産業株式会社 
愛知県名古屋市中村区本陣通 4

丁目 18 
973 3.56 3,378 6.53

梅村 晋平 愛知県豊田市 － － 2,410 4.66

梅村 文和 愛知県豊田市 － － 2,410 4.66

ロー・ブン・ファ シンガポール 1,929 7.06 2,409 4.66

Ant Investments GmbH 
Heerstrasse 7 8853 Lachen 

Switzerland 
－

－ 
2,114 4.09

株式会社ジーティーアイ 東京都目黒区駒場 1-24-5-403 － － 2,101 4.06

大阪証券金融株式会社 
大阪府大阪市中央区北浜 2 丁目

4-6 
1,265 4.63 1,265 2.45

井上 勇 東京都武蔵野市 120 0.44 687 1.33

小野 内伸次 愛知県安城市 － － 609 1.18

野原 充暁 神奈川県横浜市神奈川区 604 2.21 604 1.17

SG Investments, Ltd. 

89 Nexus Way Cayman Bay 

P.O.BOX 31106 SMB Grand 

Cayman Cayman Islands 

－

 

－ 

 

598 1.16

吉田 優 東京都東久留米市 570 2.09 570 1.10

安東 明徳 大分県臼杵市 569 2.08 569 1.10

計 ― 14,203 51.99 37,696 72.90

（注）１．平成 25 年５月 31 日現在の株主名簿を基準として記載をしております。 

２．総議決権数に対する所有議決権数の割合は小数点第３位四捨五入しております。 

３. 割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、本第三者割当増資後の 51,713 株に対する割合です。 

４. 今回の割当予定先以外の株主（新株式発行前からの株主）の議決権数に対する所有議決権数の割合につ

いては、平成 25 年５月 31 日より保有株式数に変更がないとの前提で計算したものであります。 

５. 京都香港發展有限公司については、株主名簿上の名称と異なりますが、特に実質株主として把握してい

ることにより記載しております。 

６. ロー・ブン・ファ氏については、株主名簿上の名称と異なりますが、当社の元役員であり、特に実質株

主として把握していることにより記載しております。 



- 29 - 

（企業行動規範上の手続き） 

○ 企業行動規範上の手続きに関する事項 

当社は、平成 22 年 8 月 24 日に実施された第三者割当増資に関して、払込金として割当先以外の者の資金が使用

されていたことが判明した際に、その発生原因の究明と再発防止策について検討していただくため第三者委員会を

設置し、当該委員会より下記内容の提言をいただきました。 

1 割当先が形式的なヴィークルである場合には、当該割当先のスポンサー、すなわち実質的な割当先である法人な

いし個人について、資金確認のためのチェック体制の導入を検討すべきである。 

2 割当先から入金がなされていることを確認するために、電話、FAX、書面等による資金送金の事実確認のための

チェック体制の導入を検討すべきである。 

3 株式の継続保有の誓約に違反した場合には、損害賠償を負う等の何らかのペナルティー条項を設けることを検討

すべきである。 また、株式の継続保有期間と同期間にわたって担保提供を制限する旨の条項を設けることも検討

すべきである。 

4 社員のコンプライアンス意識の欠如は、コンプライアンス教育が不十分なことに起因すると考えられるので、コ

ンプライアンス教育の徹底は喫緊の課題である。 

5 割当先関係者の属性調査に用いる資料としては、信頼性の高い公的な資料等を用いることが望ましく、かかる

チェック体制の導入を検討すべきである。 

 

上記の提言を踏まえ、当社では本第三者割当増資において次のとおり対応いたしました。 

1、2 このたびの第三者割当増資においては金銭の払込みがありませんが、提言をいただいた以降、借入において

も実質的な資金提供者に事前に資金を確認し入金を確認した際に電話または E メール等によりその旨通知し送金

の事実確認を行うことを徹底し実行しております。 

3  中長期にわたり保有する方針である割当予定先の田中、井上、木下氏、Tiger Financial Management GmbH に

対し、提言のとおり制限条項を盛り込んだ継続保有の確約書を平成 25 年８月 20 日に締結いたしました。 

4  会社法や金融商品取引法は当然のこと、当社グループの事業に関連する遵守すべき法律を説いた「コンプライ

アンスマニュアル」を作成し、当社グループ各社または各部署の会議等において社員全員に配布、説明すると

ともに社内グループウェアにおいて社員がいつでも閲覧、確認できるようにいたしました。また、入社時には

個別に説明をすることで徹底を図っております。 

5  本第三者割当増資の割当予定先は、当社及び子会社の役員、旧知の株主、親密取引先が主でありますが、それ

ぞれの身分証明書や登記及び外国における登記簿に相当する書類、預金通帳の写し等を入手することで、その

実在性、信頼性を確認しております。 

 

ところで、本第三者割当増資におきましては、希薄化率が 89.3％となることから、当社は経営者から独立した

第三者から構成される第三者委員会を立ち上げ、また上記の観点、とくに 3、4、5 の観点については、本第三者

割当増資において改善されているのかどうか、その問題点を把握されている方々にチェックしていだくことが望

ましいと考えております。そこで、上記第三者委員会と同じメンバー（神谷綜合法律事務所 神谷晋弁護士、ブ

レークモア法律事務所 千葉直人弁護士、当社社外監査役佐々木誠氏の３名）に集まっていただき、当該割当の必

要性および相当性に関する検討をしていただくことにいたしました。 

その結果、平成 25 年８月 23 日付で下記内容の意見書をいただきました。 

 

1 必要性について 

「貴社は平成 24 年 11 月期連結会計年度において債務超過となり、 「JASDAQ における有価証券上場規程」第

47 条第 1 項第 3 号（当該会計年度当時）に該当することから、現在、上場廃止に係る猶予期間入り銘柄となって

いる。つまり、平成 25 年 11 月期連結会計年度において債務超過が解消されなければ、有価証券報告書における

債務超過の確認をもって上場廃止になる可能性が高い。上場廃止となった場合の影響は、株主にとっては、株式

の著しい流動性の低下によって換金性ひいては資産価値が損なわれ、企業にとっては資金調達の選択肢が狭まり、

社会的信用力が低下し、業務の継続に著しい障害となること等が想定される。従って貴社は早急に現在の債務超

過を解消する必要があるが、資産売却やグループ再編に加えて役職員給与等のコスト削減を継続しているにもか
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かわらず、平成 25 年 11 月期第 2 四半期決算短信においてもなお、債務超過は解消されていない（債務超過額

587､733 千円）。本件増資により貴社の平成 25 年 11 月期第２四半期(平成 25 年５月末)時点の債務超過額は 80 百

万円まで縮小される予定であり、したがって本件増資のみでは、債務超過は解消されないが、本件増資に加えて、

本新株予約権割当てを実施することで、債務超過は解消されることを計画するものである。以上の状況を鑑みれ

ば、現物出資（デットエクイティスワップ）による本件増資には必要性があると認められる。」 

2 相当性について 

「第三者割当増資は既存株主の株主権の希薄化を伴うことから、希薄化を伴わない、あるいは希薄化の程度が

より小さい方法による資金調達が可能か否かを検討する必要があるが、当委員会は以下の理由から、希薄化を伴

わない、あるいは希薄化の程度がより小さい方法による資金調達は現実的に困難であり、従って本件増資には相

当性があると認める。 

(1) 借入又は社債の発行について  

貴社においては、平成20年11月期連結会計年度から五期連続して営業損失を計上しており、平成25年11月期第

2四半期決算短信において債務超過であり、一部債務が延滞している。これにより継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在している。また現在、金融機関と既存の債務の返済猶予を求めて交渉中である。

このような状況下で金融機関や投資家からの追加借り入れ、もしくは社債発行による資金調達を行うことは、著

しく困難であると認められる。  

(2) 公募増資について  

貴社においては前記のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、また上

場以来株主配当を実施していない。加えて平成25年11月期における債務超過の解消という時間的な制約を考慮す

れば、公募増資による資金調達は時間がかかり、また調達額も不確定であり、現実的に困難であると認められる。  

（3）株主割当増資について  

前記のとおり、貴社においては上場以来株主配当を実施しておらず、また継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在していることから、通常の株主割当増資による資金調達は困難であると認められる。  

（4）新株予約権割当てについて  

(3)と同様に、現時点での、新株予約権割当てによる債務超過を解消し得る金額の資金調達は、困難であると

認められる。本新株予約権割当ても、本件増資により債務超過額を相当程度減少することが前提であると認めら

れる。」  

以上の経緯を踏まえて、当社取締役会は、第三者委員会から提出された意見書を最大限尊重し、慎重な審議を

行った結果、本件増資を行うことを決議いたしました。 
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９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 22 年 11 期 平成 23 年 11 期 平成 24 年 11 期 

連 結 売 上 高 850 百万円 569 百万円 506 百万円

連 結 営 業 利 益 △182 百万円 △257 百万円 △420 百万円

連 結 経 常 利 益 △287 百万円 △355 百万円 △436 百万円

連 結 当 期 純 利 益 △202 百万円 △468 百万円 △328 百万円

１ 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 △11,987.74 円 △22,645.72 円 △13,810.37 円

１ 株 当 た り 配 当 金 0 円 0円 0 円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 17,469.37 円 196.62 円 △8,858.61 円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 25 年 8月 26 日現在) 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 27,321 株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）にお

け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

下限値の転換価額（行使価額）にお

け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

上限値の転換価額（行使価額）にお

け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％ 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 22 年 11 月期 平成 23 年 11 月期 平成 24 年 11 月期 

始  値 43,000 円 77,000 円 14,600 円

高  値 92,900 円 85,000 円 26,000 円

安  値 26,000 円 13,530 円 3,920 円

終  値 76,500 円 14,700 円 5,550 円

 

② 最近６か月間の状況 

 
平成 25 年 

2 月 
3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 

始  値 4,850 円 4,570 円 4,995 円 16,510 円 41,300 円 23,700 円

高  値 5,050 円 6,080 円 13,510 円 106,900 円 41,500 円 44,000 円

安  値 4,335 円 4,395 円 4,450 円 16,510 円 15,030 円 21,500 円

終  値 4,815 円 5,000 円 13,510 円 42,500 円 20,500 円 22,970 円

 

③ 発行決議前日における株価 

 平成 25 年 8月 23 日 

始  値 20,650 円

高  値 21,280 円

安  値 20,350 円

終  値 20,790 円
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第三者割当増資 

発 行 期 日 平成 22 年 8月 24 日 

調 達 資 金 の 額 110,500,000 円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 33,000 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
17,208 株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
3,500 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
20,708 株 

割 当 先 香港東盛禾投資集團有限公司 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

①運転資金 

②当社 100％子会社（T&C FA Holding AG）への貸付金（メディエート社への出資） 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 

①平成 22 年 8 月から平成 23 年 7月まで 

②平成 22 年 8 月から平成 22 年 9月まで 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
当初の資金使途に従い充当済みであります。 

 

・第三者割当増資 

発 行 期 日 平成 24 年 6月 13 日 

調 達 資 金 の 額 
115,727,500 円 

現物出資（デットエクイティスワップ）の払込方式による 

発 行 価 額 17,500 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
20,708 株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
6,613 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
27,321 株 

割 当 先 
京都香港發展有限公司 

箕輪 勉 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
デットエクイティスワップによる債務の株式化 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成 25 年 6月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
デットエクイティスワップによる債務の株式化 

 

Ⅱ. 筆頭株主及び主要株主の異動 

１．異動が生じる経緯 

本第三者割当による発行新株式の割当予定先である田中茂樹は、本第三者割当増資の引受により当社株式 7,106

株(議決権所有割合：13.74％)を所有することになります。従いまして、田中茂樹は新たに当社の筆頭株主及び主要

株主に該当する見込みとなりました。 

 

２．異動する株主の概要 
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  新たに筆頭株主及び主要株主となる株主 

 上記「Ⅰ．本第三者割当増資 ６．割当先の選定理由等 （１）割当先の概要」の田中茂樹の欄をご参照下さい。 

 

  筆頭株主でなくなるもの  

名称 京都香港發展有限公司 

所在地 香港禧利街 27 號富輝商業中心 22 楼 2204 室 

 

３．当該株主の所有に係る議決権の数及び議決権の総数に対する割合 

田中茂樹 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 
2,131 個 

(2,131 株) 
 7.79％ 第 2位 

異動後 
7,106 個 

(7,106 株) 
13.74％ 第 1位 

 

京都香港發展有限公司 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 
6,042 個 

(6,042 株) 
22.11％ 第 1位 

異動後 
6,042 個 

(6,042 株) 
11.68％ 第 2位 

（注）１．異動前の総株主の議決権の数に対する割合は、平成25年5月31日現在の総株主の議決権の数27,321個を分

母としており、異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、同議決権の数27,321個に本第三者割当増資に

伴い増加する議決権の数24,392個を加えた議決権の数51,713個を分母としております。 

２．小数点第3位を四捨五入しております。 

３. 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 ０株 
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４．異動年月日 

 平成 25 年９月 12 日 

 

５．今後の見通し 

 今回の筆頭株主及び主要株主の異動による当社業績への影響はありません。 

以 上 
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（別紙１） 

本第三者割当増資による新株式の発行要項 

（1） 募 集 株 式 の 種 類 ･ 数  普通株式 24,392 株 

（2） 払 込 金 額  1 株につき 金 20,790 円 

（3） 払 込 金 額 の 総 額  507,109,680 円 

全額現物出資（デットエクイティスワップ）の払込方法による。 

（4） 増加する資本金及び資本準

備 金 に 関 す る 事 項 

 増加する資本金の額 

1 株につき 10,395 円（総額 253,554,840 円） 

増加する資本準備金の額 

1 株につき 10,395 円（総額 253,554,840 円） 

（5） 募 集 方 法  第三者割当の方法による 

（6） 申 込 期 日  平成 25 年 9月 11 日（水） 

（7） 払 込 期 日  平成 25 年 9月 12 日（木） 

（8） 割 当 先 及 び 割 当 株 数  田中茂樹 

Tiger Financial ManagementGmbH 

梅村晋平 

梅村文和 

大榮産業株式会社 

Ant Investments GmbH 

株式会社ジーティーアイ 

小野内伸次 

SG Investments, Ltd. 

井上勇 

眞城利浩 

ロー・ブン・ファ 

木下佐智子 

井上京子 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

普通株式 

4,975 株

4,824 株

2,410 株

2,410 株

2,405 株

2,114 株

2,101 株

609 株

598 株

567 株

481 株

480 株

270 株

148 株

 

 

 


